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第I章:農 業経営継承問題の論点

1 問題意識

わが国農業 をめ ぐり,「経営継承」が注 目を集 めている。平成10年 公表の 「農政改革大

綱」では,農 政改革の課題 として 「経営継承の円滑化」が挙げ られ,「 離農農家等の農地 ・

施設等を新規就農者に対 し円滑に継承 させ るため,リ ース農場制度 を活用す るとともに,

新たな経営継承システ ムを構築す る」 とされ,ま た平成11年 施行の食料 ・農業 ・農村基本

法(以 下:新 基本法)で は,第 二十二条において,「 国は、(中 略)経 営管理の合理化その

他の経営の発展及びその円滑な継承 に資す る条件 を整備 し、家族農 業経営の活性化 を図る

とともに、農業経営の法人化 を推進す るために必要な施策 を講ず るものとす る」 と謳われ

ている。農 業政策上.農 業経営の 「継承」 も しくは 「継承 システム」が1つ のキー ワー ド

になっているこ とがわか る。 この背景 として挙 げられ るのは,農 業就業人 口の急激な高齢

化である。 昭和一桁世代の本格的 リタイアを迎 え,い かに世代交代 を進 めるかが緊急 の課

題 となってい る。

一方
,国 外 に目を転 じる と,経 営継承 に関 して同様 の問題 関心の高ま りがある。英国で

は[Gasson and Erringon(1994)]を 中心 とした継承研究の蓄積があ り,ま た米国でもアイオ

ワ州立大学を中心 とした全米組織National Farm Transition Networkが 形成 され,経 営継

承への関心が高ま りつつある。特 にErringtonは,英 国のみな らず,フ ランス ・カナダな

どと経営継承の国際比較 を行 うな ど[Errington(1998)],先 進国農業に共通の課題 として継

承問題 をとりあげている。

図I-1-1は,EU主 要12力 国および米国にお ける1975年 か ら97年 の間の農場平均

面積 の増加率 と農業経営者に 占める65歳 以上割合(1997年)の 関係 を見た ものであるが,平

均面積が安定 している国ほ ど高齢化が進んでお り,特 に米国 ・英国で高齢化が進んでいる

ことがわかる。 これ らの国は大規模家族経営が安定的に展開 している地域であ り,効 率性

の面では一定の成功を収めている。 しか しなが ら,こ れ らの国で経営者 の高齢化が進 んで

いる とい うこ とは,経 営者 の世代交代が進んでいない,つ ま り,経 営継承が円滑に行われ

ていないことを示す。これ は,先 進国農業における 「持続性」問題 と呼ぶ ことができる。「持

続性」ない し 「持続的成長」 といった場合,環 境問題が主に想定され る[金沢(2001)]が,効

率性 を追及 してきた米国農業 において経営者 の高齢化が進んでいるとい う事態は,「 持続

性」 ない し 「持続的成長」には,環 境のみならず 「人」の面か らみた継続性,す なわ ち経

営者 の世代交代=継 承問題の解決が不可欠であることを暗に示 している1。

そ こで本論では,農 業経営の持続性確保 に向けた理論的基礎 の提供 を目的 として,農 業

経営の継承 問題 に焦点 を当て,そ の継承 メカニズムの分析 を行 う。

なお,経 営継承 問題 は,農 業 に限 られた問題 ではない。 中小企業など所有 と経営が一致

している事業において典型的に見 られる問題 である。企業形態論[小松(2000)]に おいては,

企業の発展に伴 い所有 と経営の分離が進み,継 承問題は解消 しうるとされているが,全 て

の企業が このよ うな発展段階 をた どるわけではな く,実 態 としては,所 有 と経営が一致 し

たまま継続 してい る企業の方が一般的であるとさえいえる。また,「20世 紀の 「規模の経済」
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図I-1-1 平 均 面 積 の 増 加 率(1975⇒97年)と65歳 以 上経 営 者 割 合

出 所:Eurostat,USDA Census of

Agriculture,農 業 セ ン サ ス

か ら21世 紀の 「ネ ッ トワー クの経済」へ と転換す る段階では,む しろ中小企業が有利性 を

持つ」 とい う中小企業の再評価 も進んでいる([中 小商工業研究所(2000)])。 したがって,

継承問題 は,所 有 と経営の分離 とい うよ りむ しろ,所 有 と経営が一致 したものをいかに継

承するか を考えることによって解決 を図 らなければな らない。そ こで本論では農業の固有

の要素だ けでなく普遍性を抽出す ることに主眼 を置 き,農 業経営学の周辺諸科学への貢献

[生源 寺(2001)]を もめざす。

2 既存研究の整理

2-1 後継者問題か ら経 営継承 問題へ

経営継承問題 を考える第一の視点は,後 継者(あ とつぎ)問 題 との関連での経営継承問

題 の把握である。 ここでは,「経営継承問題 は後継者問題 とは何が違 うのか」 とい う疑問に

応 える形で,後 継者問題か ら経営継承問題 に至る研究の系譜 を鳥瞰す る。

2-1-1 後継者問題 とは何か

「後継 者問題」 とは何か。[和 田(1989)]に よれば ,「経営の継承が子供に限定 されている

ため,た とえ経営は安定 していてもその継承がスムースに行われ ることが保証 されていな

い」問題 である。したがって,「我が国の農業の担い手の基幹である家族経営に固有な もの」

[稲本(1984)]と いえる。 ここでは,後 継者 が子弟に限定 され ることを原因 として経営継承の

不調 が起 こる場合,そ れ を狭義の 「後継者問題」 と呼ぶ。 これ をより広義 に捉 え,経 営継

承の不調が(子 弟に限 らない)後 継者を原因 とする場合,そ れは広義の 「後継者問題」 と
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いえ る。翻 って言 え ば,後 継者 を原 因 と しない経 営継 承 の不調 もあ り うる(図I-2-1) 。

2-1-2 相続 問題

第二次大戦後,経 営継承に関す る最初の問題 関心は,「 戦後民法の均分相続規定による農

地分割,農 業経営の零細化」=「 相続問題」 として提起 された。 これは,後 継者 を含 めた

相続権者間の利害調整 の色彩が強 く,後 継者問題 とい うよりむ しろ経営継承問題である。

相続問題研究は,均 分相続による農地分割の実態分析が中心である。農家が農業後継者

以外の子供への教育投資などによ り相続権者間の公平性 を保 ちつつ農地お よび農業経営 の

一体的継承 を達成 している段階([松 村(1958)]
,[利 谷(1964)],[川 島(1965)],[利 谷他(1970)]

など)か ら,地 価高騰を主たる要因 として農地以外の生前分与では農地分割を阻止できず ,

農地分割 が増加す る段階([利 谷(1978)],[中 村(1981)],[加 藤(1981)],[安 藤(1993)]な ど)

に至る過程が示 され てい る。

相続 問題 は,古 くて新 しい問題であ り,農 業経営の企業形態に関わらず,所 有 と経営 が
一体である経 営においては常に随伴す る[中安(1994)]

。 この問題 の解決 の方 向性 としては,

所有 と経営の分離が考え られる。 しか し,農 業では農地法の制限が農業経営の所有 と経営

の自由な関係 を認 めない[酒井(1999)]し ,そ もそ も所有 と経営の一体性は 中小企業一般 の

「強み」 として理解 されてお り[滝澤(1992)]
,一 種のパ ラ ドクスを形成す る。その解決は容

易ではない といえる。

2-1-3 後継者不足問題

後継者不足 問題は,日 本経済の高度成長をきっかけとした農業後継者 の大幅 な減少への

対応の問題 として提起 された。 旧農業基本法(以 下:旧 基本法)は,こ の問題 に積極的に

取 り組み,「近代的な家族関係に基づ く自立経営の育成」をその解決策 とした。具体的には ,

自立経営において後継者 の就業条件 が改善 され ることを通 じ,後 継者 の確保 を図るもので

あった。
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しか し,こ の構想 には以下のよ うな困難性が指摘 された。第一 に,旧 基本法で描 いた農

業構造確立の実現が困難である以上,「継 ぐに値する経営」が育成 できないのだから後継者

は確保 できない(後 継者確保以前の経営の存続 問題)と するもの。 第二に,農 家子弟には

職業選択の 自由があ り,「継 ぐに値する経営」を確立 した としても,そ れは後継者の就農 を

何 ら保証 しない(後 継者の量的確保の問題)と す るもの。第三に,「継 ぐに値す る経営」 を

確立 し,後 継者 がそれ を継承 した として も,後 継者 がその経営を維持 ・発展できる保証が

ない(後 継者の質的確保の問題:[柳 村(1997)])と す るもの,で ある。

その中で,経 営者 と後継者の関係性 に焦点を当てた研究が注 目され る。戦後 もしば らく

は農業経営は 「戦前来の家父長的支配の側面を引きず ってい る」[岩 本(1987)]と の理解が

一般的であったため
,こ の視点か らの研究が行われた。先駆的研究 として挙げ られるのは,

[利谷(1964)]で ある。 ここでは経営主宰権 と財産所有権の移譲過程について,「 仕事のおや

じ」 「田んぼのおや じ」 「サイ フのおや じ」の 「おや じゆず り」 として分析 を行 っている。

経営主宰権お よび財産管理権の円滑な継承 とい う問題意識は後の家族協定(父 子協定 ・父

子契約 ・親子契約 ・家族経営協定)運 動や農業者年金制度へ と結実 し,そ の後 はこれ らを

キー ワー ドと した研 究 が行 われ てい る(家 族協 定 につ いて は,[利 谷(1973)]・[利 谷

(1989)]・[川 手(1998)]・[内 山(1999a)],農 業者年金制度 については[武 井(1981)]・[葛 井

(1981)]・[田 代(1993)]な どがある)。 これ らの問題 関心は,家 族協定や農業者年金制度の

有効性 と限界の指摘にあった。また,[大 内(1988)]で は,経 営主催権 と財産所有権移譲の

地域 多様性 を検証 している。

狭義の後継者問題 としての 「後継者不足」問題は,自 立経営の育成や後継者 の就業条件

の改善 といった ミクロ視点での解決が図 られたが,日 本経済の高度成長,産 業化の進展に

伴い農業後継者 が減少する とい う 「趨勢」([佐藤(1998)])の 前にはあま りにも無力であり,

兼業農家の後継者問題[田代(1985)]な どが提起 され るにお よび,完 全に行き場を失った とい

える。

2-1-4 農業経営継承 をめ ぐる三位一体モデルの崩壊

従来の農業経営継承は,家 業(営 農),家 産(農 地などの所有権),イ エ(家 族)を 三位
一体の もの として捉 え

,そ の統括権限が直系家族性の下で親 から子へ と継承 され るモデル

を基本形 としていた([川 俣(1979)]・[中安(1984)]な ど)。 そ して三領域の分化に伴い,こ の

モデル が機能不全に陥ってい く過程 を多 くの研究が示 している。

図I-2-2は,こ れ らの研 究の流れ を図示 した ものであ り(基 本 的なアイデ アは,

[Gersick他(1997)]に 学んだ),営 農 ・所有権 ・家族の分化を3つ の円のズ レとして表現 した。

円の各領域に入 るのは,農 業経営の継承をめぐるステー クホルダーである。(1)は3つ の円

が重 なる領域であり,経営者 に相 当す る。(2)は営農 に携 わるが所有権を持たない家族 であ り,

後継者お よび経営者 の妻や後継者の妻な どの女性農業者が該当す る。(3)は所有権 を持つが

営農 には関わ らない家族であ り,い わゆる 「いえのあ とつ ぎ」があてはまる。(4)は営農 に

関わ り所有権 も持つ,組 織化 ・法人化の際 の家族外の構成員に相当す る。(5)は営農 には関

わるが所有権を持 たない非家族であ り,雇 用労働者 をさす。(6)は営農に も携わ らず所有権

も持 たない家族 である。(7)は所有権 を持つが営農にはタ ッチ しない非家族であ り,借 入地

の地主な どが該当す る。

上述 した相続問題 は,(1)・(2)・(3)・(6)の利害調整問題 として顕在化 した(農 地分割が進
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【営農 】

【所有】 【家族 】

(1) 経営者

(2) 農業後継者 ・女性

(3) いえのあ とつぎ

(4) 組 織化 ・法人化 の際

の構成員

(5) 雇用労働者

(6) あとつぎ以外の家族

(7) 借入地の地主な ど

図I-2-2 農 業経 営継 承 をめ ぐるステー クホルダー

む とい うことは,(6)の 領域が縮小 してい る,ま た所有の円 と家族の円の重複が進んでいる

ことを示す)。 また,後 継者不足問題は,家 族 の円と営農の円の分化が進み,(2)の 領域の縮

小が進行 してい る状態 を表す。 そ して,経 営者 と後継者間の関係性 の問題は,(1)と(2)の 利

害調整の問題で ある。なお,3つ の円の分化過程その もの を分析 したものと しては,農 家

の家族構造 と耕地利用 との関係を分析 した[宇佐美(1992)]な どが挙げ られ る。

以上の ように,狭 義 の後継者 問題は,後 継者不足問題 を軸 として,主 に家族の領域 を中

心に研究 されてきた といえる。

2-1-5 農業経営継承のオー プンシステム論

前節で重要視 されたのは,経 営者 の子弟 とい う母集団の制約条件下で,経 営者の役割を

引き継 ぐ者が量的 にも質的に も調達できないとい う問題であった。その中で母集 団の制約

条件その ものを緩和 しよ うとす るアプローチがある。地域農業論 をべース とした,「 地域農

業の継承」論である。図1-2-2で いえば,「 家族」の領域 とは別の(4)(組 織化 ・法人化

の際の構成員)お よび(5)(雇 用労働力)も しくは(7)(借 入地の地主な ど)か ら(1)に至 るル

ー トが提案 され た([酒 井(1998)]な ど)
。 また,「 後継者ではな く若い農業者」 とい う概念

も提唱 され てい る([大 原(1993)]な ど)。

後継者 は,「あ とつぎ」とも言われ るが,あ とつぎには2通 りの意味がある。いわゆる 「後

継ぎ」 と 「跡継 ぎ」である。 「後継 ぎ」 とは,「 前任者 ・師匠な どの仕事を受け継いです る

人」であ り,「跡継 ぎ」 とは 「家の跡 を継 ぐこと,継 ぐ人,あ ととり」である。狭義の後継

者問題は,2つ の 「あ とつ ぎ」両方を意味 しているわけであるが,「 後継者ではな く若い農

業者」 といった場合,少 なくともその若い農業者は 「跡継 ぎ」ではない。 「あ とつぎ」か ら

「跡継 ぎ」の意味が消えたとき,後 継者問題は広義の段階に入る。

農業は閉鎖産業であ り,そ の継承 は親子間に限 られるクローズ ドシステムだ と言 われて

きた([石 橋(1981)])。 これ をオープンシステムに変革 していくことが,狭 義の後継者問題

を乗 り越 える基本概念である。 「地域農業の継承」論 もオープンシステムの一種である。 し

たがって,地 域農業論が狭義の後継者問題 を乗 り越 えるためには,「開かれた農村社会」([大
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原(1993)])が 前提 となる。家族 クローズが地域 クローズに変わっただけでは,シ ステムの

マイナーチ ェンジに過 ぎない。農業法人 による新規就農者 「受 け皿」論 も同様 である。 こ

の ようなオー プンシステムは,新 基本法でい う 「経営継承の円滑化」および農政改革大綱

のい う 「日本型経営継承システム」が意図する内容で もある。

オープ ンシステム論 については,わ が国農家の夫婦家族制への移行([磯 辺(1993)]・[谷

本(1998)]・[柳 村(1999)]な ど)を 前提に,[斎 藤(1996)]・[辻 他(1999)]・[梶 井(1997)]・

[坪井(1993)]・[中 安他(1998)]・[小 田切(1994)]・[佐 々木(1999)]な ど多 くの論者 がその

必要性 を指摘 しているが,中 で も[秋 山(1994)]が,「 「家族経営の近代化」 とは,経 営候補

者 を必ず しも息子 に限 らない とい う緊張関係 を醸成 し,人 材確保 の視野が一挙 に拡大 され

る可能性 を内包 した変革過程」であると して,第 三者継承を視野に入れ なければ家族経営

の近代化は達成できない との立場を とっていることは注 目される。

オープンシステム概念が提唱 され たのは,バ ブル崩壊直後の1990年 代初頭である。減少

す る一方だった新規就農者数 が下げ止ま り,農 外か らの新規参入者の増加 が報告 され始 め

る頃である。狭義の 「後継者 問題 」を規定 していた 「趨勢」が止まった とき,農 業経営継

承研究はオープ ンシステム論 に移行 したわけである。従前の農業をめぐる人材 の動きは,

流動的ではあったが開放的では決 してなかった([今 田(1998)])。 それが故に農業は一つの

「階層」 を形成 した。 オープンシステム論は,こ れ を 「開放」 してい く取 り組みである。

これ は農業 を非階層化す ることを も意味する(図I-2-3)。 「階層」 としての農業 を捨

象 し,農 業 を他産業 と同列視するとい う意味で,広 義の 「後継者問題」は,狭 義 の 「後継

者問題」 とは一線 を画すわけである2。

なお,シ ステムがオープン化 しても経営継承の多くは引き続 き親子間をベースに行われ

ると考え られる([岩 元(2000)]・[高 橋(1994)])が,こ れ は産業 としての農業の 「開放性」

と 「流動性」の相違 を指摘す るもの として重要である。産業 としての農業は,「 流動性」で

はな く 「開放性」を求め られる点に留意が必要であろう。

図I-2-3 農 業の「非階層 化」
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2-2 新規参 入問題か ら経 営継承問題へ

経営継承問題 を考 える第二の視点は,新 規参入問題 との関連での経営継承問題の把握で

ある。

新規参入者への注 目は比較的新 しく,研 究蓄積 も必ず しも十分 とは言 えない。 「農業 の動

向に関す る年次報告」において,新 規参入者が初めて言及 されたのは1982年 である。新規

参入者 とは,出 身の農家非農家 にかかわ らず,自 家の経営資源な どの継承を行わず ,新 規

に経営資源 を獲得 して農業経営 を開始 した者(自 営型)と の解釈が一般であるが,近 年で

は農業法人の従業員 として就農す る者(雇 用就農型)も 新規参入者 として位置づけられて

いる。新規参入 に関す る先駆的な研究 としては,[品 部(1987)][松 木他(1988)]が 挙げ られ

る。 中で も[松木他(1988)]は,新 規参入の多様な形態を類型化 し,類 型 ごとの経営基盤 の

確立過程 についての分析を行っている。

新規参入 については,新 たに経営資源 を獲得するところか ら,「継承ではなく創業の範疇

に含 まれ る」([江 川(2000)])と の解釈が一般的である。 したがって,新 規参入研究も,農

家子弟 による自家農業 の継承 との比較(創 業 と継承の対比)に よ り語 られ ることが多かっ

た([稲 本(1992)]・[稲 本(1996a)]な ど)。 中でも[内 山(1998)]は 新規参入ルー トの類型化

を行 うとともに,[内 山(1999)]に おいて,新 規参入者 が就農地において信用基盤 を確立す

るために必要な無形の資源を 「定着のポイ ン ト」 として実証的に示 してい る。それ ではな

ぜ,新 規参入 問題が経営継承問題 と関連付 けられ るのか。その理 由は以下の4点 に集約 さ

れ る。

第一 に,新 規参入に雇用型就農が位置づけ られたことで,将 来的に就農先の農業法人の

経営への参画 さらには経営継承を行 う可能性が含 まれることである。[内 山(1996)]は ,雇

用型就農 を果た した者が,将 来的に独立するルー トおよび法人内で経営参画に至るルー ト

を指摘 している。このよ うなルー トは平成12年 度版 「食料 ・農業 ・農村 白書」においても,
「アンケー ト調査 によれば,将 来の法人の経営継承の見通 しとして,調 査対象になった土

地利用型農業を主体 とする農業生産法人の約25%が 「従業員 を育てて承継」 と回答 してお

り,経 営の発展 に応 じた新たな動きとして定着 ・拡大が望 まれ る」との記述が されるな ど,

農業法人 における主要な経営継承パターンとなる可能性がある。

第二に,農 家子弟 との対比における新規参入者の経営資源獲得 の困難性 が指摘 され る一

方で,経 営基盤の確立 され た農業経営における後継者不在問題が クローズア ップ され た結

果,こ の双方 を結ぶ ことで両者 の抱える問題 を解決 しようとす る試みが生まれ たことであ

る。 この考 え方は,1992年 「新 しい食料 ・農業 ・農村政策の方向」(新 政策)に その端緒を

見 ることができるが,そ の後 「農政改革大綱」や 「新 たな酪農 ・乳業対策大綱」では具体

的に 「離農農家等の農地 ・施設等を新規就農者 に対 し円滑に継承 させ るため,リ ース農場

制度 を活用す るとともに,新 たな経営継承 システムを構築する」,「離農跡地や後継者不在

の農 地,施 設等はわが国畜産に とって重要な資源であ り,生 産量の確保や地域振興の観点

か ら,そ の 円滑な継承を図 ることが重要である」,「離農跡地を活用 した新規就農の促進に

加 え,後 継者 のいない健全経営を中断す ることな く第三者に円滑に継承す るな ど,わ が国

の実態にあ うよ うな 「日本型畜産経営継承 システム3」を構築する」などと表現 されている。

また,こ れ を具現化する動きも報告 されている([石 田(1999)]・[山 本(2001)]・[内 山(2001)]

など)。 この ように,オ ープンシステム下における新規参入者による農業経営の開始を既存
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経営の第三者継承 とい う視点で捉 える必要が生まれている([江 川(2000a)]) 。

第三に,オ ープ ンシステ ムに新規参入者 を含んだ場合の問題把握の視点の転換である
。

新規参入者 が後継者 として加 わることで,後 継者問題 は広義の段階にあるが,新 規参入研

究の視点か ら眺めた場合,現 経営者だけでな く後継者 も問題把握の主体 とな りうる。 この

場合,後 継者 と経営者は相対的に捉えなければな らないため,「経営継承問題」 として扱 う

ことが必要 となる。

第四に,一 般 中小企業 における経営継承問題 に関 して,既 存の事業体が従前の事業 を円

滑に継承 し維持す ることのみ ならず,事 業体が有 している経営資源 を活用 して新規事業 を

展 開 し,事 業 をよ り大 きく発展、変革 させ る 「第二創業」の重要性 が指摘 され てい ること

である。第二創業 は,事 業体が有 してい る経営資源 を活用できるため,事 業展開上の リス

クが小 さい といわれているが,経 営継承は第二創業の大きな契機 として期待 され てい る
。

したがって,経 営継承 にも新規創業 の要素が少な くな く,継 承 と創業の区別 は必ず しも明

確 ではな くなってきている。

以上の理 由か ら,新 規参入問題 を経営継承問題 として捉 える必然が生まれ る。

2-3 経営継承 の意義

以上,従 来の研 究領域を経営継承問題 として再編 ・分析す る必要性 についてみた。後継

者問題 は経営継 承の不調 の大きな原 因ではあるが,原 因はそれだけではない。 ここに 「経

営継承 問題 」のフレーム ワークの最大の特徴が現れ る。

しか しなが ら,「経営継承」 とい う語か らは,次 のような疑問が生まれ る。すなわち,(1)

農業経営の存続に とり,継 承問題 はいかなる重要性 を持つのか ,(2)経 営継承が問題 となる

経営はごく一部ではないか,(3)経 営継承 とは何 を継承するのか,の3点 である。

2-3-1 経営継承の重要性

経営の存続 と経営の継 承の関係については,論 者 によって評価が分かれている。[坪 井

(1999)]は,「 経営存続の諸条件は経営継承 の基礎的条件 を形成す る」 と論 じている4
。いわ

ば,経 営存続 が経営継承の必要条件だ とす る考 え方である。一方,[稲 本(1989)]は,経 営

発展の具体的内容の1つ として 「人的 ・物的経営資源の農業経営者世代間の継承」を挙げ
,

経営継 承は経営の存続 ・発展の基礎的条件を形成す るとの立場に立っている。本論 は,後

継者 を確 保 した農 業経 営が質 ・良 ともに積極 的 な投資行 動 を とる とい う実態([山 本

(2001a)])な どに鑑み,後 者 を基本的に支持す るが,経 営の存続 と経営の継承は,相 互規

定関係 にあるとの立場をとる。

経 営継 承の問題 は,家 族経 営の抱 え る大 きな弱点 と言われ る([利 谷(1968)]・[梶 井

(1973)]・[和 田(1989)]・[石 田(1999)]な ど)。 この解決 の1つ の方向性 として,家 族経

営を代替す る経営 を育成す ることで,継 承問題 を(解 決するのではな く)解 消す るとい う

考 え方がある([武 部(1992)]な ど)。例えば,[稲 本(1989a)]は ,「農業生産法人は形式的に

も,ま た実質的 に も後継農業経営者 の新規参入の条件が最 も整備 されてお り
,農 業経営の

継続性の条件 を最 も多 く有 している」 とし,ま た[稲 本(1994)]は ,農 業法人 を家族型,有

志協業型,集 落協業型に類型化 し,経 営の継続性(後 継者確保の有利性)は 集落協業型に

おいて最 も高 く,家 族型 において最 も低い としている。確 かに ,協 業型経営では,構 成員

(構成農家)の すべての後継者が組織に残 らな くても、それです ぐに組織が解体 して しま う
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ことはない。 しか し,[和 田(1979)]が 指摘す るよ うに,協 業経営には組織 としての不安定

性の問題 がある。 この点について,[伊 藤(1991)]は,生 産組織の 「解散の危機」を,[安 藤

(1991)]は,協 業経営における構成員の世代間関係の問題 を,そ して[倉 本(1988)]は 共同経

営の経営問題 として構成員間のコンフリク トの問題 を指摘 している。いわゆる担い手論か

ら経営継 承を論 じる場合,所 有者 と経営者 の交代 を伴 わない人材確保 の問題 と経営継承の

問題 は区別す る必要がある[坪 井(1999)]が,経 営の継続性 の観 点か らみた場合,組 織型 の

経営は 「個別経営 よ り若干有利」([酒 井(1989)])な 程度 と評価するのが妥当であろう。 し

たがって,農 業の場合はあらゆる経営において,そ の継承が重要な課題 となる。

なお,オ ープンシステム論か らみた場合,オ ープンシステム下では人材確保の範囲は大

きく開かれてお り,経 営の構成員 の多寡 は人材確保 に直接の影響を与 えない ことに留意す

る必要がある。

2-3-2 経営継承の対象

社会的に不要な経営は消滅す る運命 にある。 したがって,す べての経営が後継者 を確保

す る必要 はない し,社 会的 に必要 な経営であって も,後 継者 を確保 して経営を継続 させ る

か ど うかは経営者 の 自由で あ り,強 制す る ことはで きない([国 民金融公 庫総合研究所

(1997)])。 農業 もまた例外ではない。 ただ し,農 地をべー スとした経営資源の効率的な利

用の観点か ら,「社会的に必要な経営」,「国が育成 しよ うとしている優れた経営」([全 国農

業会議所(2001)])が 経営継承問題 の対象 となる。なお,農 業の場合は経営資源 としての農

地は同時に地域資源 としての性格 も持 ち,公 共的な観点か らの農地の保全 と利用の問題が

残 る([酒 井他(1998)])が,こ れ は地域資源管理 の問題 として別途対策 を講 じる必要があ

る(こ の議論 については,[田 代(1994)]参 照)。

2-3-3 経営継承とは何か

「後継者 問題」 とは,後 継者 を原因 とした経営継承の不調を意味するため,「誰 に経営を

継承す るか」に焦点が当て られ るが,「誰 に」を確定 しただけでは円滑な経営継承は望めな

い。(1)何 を(what),(2)誰 に(who/whom),(3)い つ(when),(4)ど のように(how),(5)な ぜ

(why),と い う観点か ら経営継承の4W1Hを トー タル システムとして捉えるのが経営継承

問題のフ レーム ワークである。

狭義の 「後継者 問題」では 「誰 に」に制約があったため,他 の4分 野にはバ リエーシ ョ

ンが求められ なかった。具体的には,「何を」=「 農地などの資産(所 有権 または利用権)」,

「いつ」=「 経営者が一定の年齢に達 した時点」,「 どのよ うに」=「 農地の生前一括贈与

もしくは利用権設定」,と いったよ うに,農 業者年金制度や贈与税 ・相続税 に関する特例制

度,家 族経営協定な どと強い関連を持 ちなが ら,一 定の継承パターンが生み出 されてきた5。

しか し,そ れだけでは,新 基本法の掲げる 「効率的で安定的な農業経営」の円滑な継承 を

オープンシステム下で行 うのに十分 とはいえない。

例えば,経 営継承 とは 「何 を」継承す るのか,と い う問いを立てた場合,そ の答えは経

営資産 である。 しか し,経 営資産には農地や施設な どの有形資産だけではな く,無 形資産

も含 まれ る。 土地 ・施設な どに対す る投資金額の大 きさや回収期 間の長 さな どを特徴 とす

る農業では,有 形資産が専 ら注 目され てきた。 しか しなが ら,農 場の ビジネスサイズの拡

大 に伴 い,無 形 資産 お よびその継承 の重要性 を高めてきている([稲 本(1987a)]・[稲 本

(2001)])。 そこで本論では,無 形資産に注 目したい。
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図I-2-4 経 営継承の 内容

もち ろん,経 営継 承場 面 では,有 形 資産 ・無形 資産 の 全て を継 承 しな けれ ば な らな いわ

けで は ない。 有 形 資産 も しくは 無形 資産 の一 定割 合 を継 承 すれ ば,そ れ は経 営継 承 で あ ろ

う。 経 営継 承 といっ て も,そ の内容 は1つ では ない(図I-2-4)。 た とえば,親 子 間継

承 の場 合,優 秀 な後継 者 が確 保 され て も,後 継 者 は経 営者 と別 部 門 を行 い1経 営移 譲 と同

時 に親 の部 門 を廃 止 す る場合,有 形 資産 は継 承 して も無形 資産 は継 承 しない(岩 元[1992]6)。

ただ し,農 業経 営 の ゴーイ ング コンサー ン と して の側 面7を 重視す る とき,無 形資 産 に注 目

す る必 要 が生 じる。 また,新 規 参 入研 究 の視 点 か ら見 る と,新 規 参 入者 に 対す る支援 制度

の充 実 に よ り,新 規 参入 者 の 資金.農 地 へ のア クセ ス は改 善 され てい るが,経 営 技術 な ど

の無 形 資産 の獲得 は依然 と して課題 となっ てい る([内 山(2000)])た め,や は り無形 資産

は重 要 な論 点 とな る。

従 来 の継 承研 究 は専 ら有 形 資産継 承.特 に農地 相続 を対象 と してい る。 す で にみ た よ う

に,我 が 国 では農 地相続 につ い て,豊 富 な研 究 蓄積 とそれ に 裏づ け され た政策 体 系 が完成

され て い るが,こ れ が逆 に 「相 続 問題 が 片付 けば継承 問題 は 片付 いた」([岩 元(2000)])と

の意識 を生み,無 形資産 継 承 に対す る研 究 蓄積 が遅 れ た こ とは否 め ない。そ の一 因 と して,

無形 資 産 は その把 握 が 困難 で あ り,そ れ を いつ,ど の よ うに継 承す るか を特 定す るの は さ

らに困 難 で あ る こ とも挙 げ られ るだ ろ う。 この 状況 下 にお け る農 業経 営 の無 形資 産 に 関す

る研 究 蓄積 と しては,経 営者能 力論 と後継 者 育成 論 が挙 げ られ る。

経 営 者能 力 の重 要性 につ い ては,[金 沢(1982)]・[稲 本(1991)]・[稲 本(1996)]な どが指

摘 してい るが,「 我 が 国の農 業経 営 はま だ構造 が規 定的 で あ り,経 営者 の個性 に よって結 果

が 大 き く左 右 され るこ とが少 な い」([和 田(1990)])と の見方 が 支配 的8だ った た め,そ の

調査 ・分析 が遅れ て い る([永 田他(1994)]・ 木村他[1996])。 しか し,今 日の農 業経 営 を と

りま く環 境 は,「 農業 経 営者 の時代 」 に よ うや く入 り([高 橋(2001]),農 業 者 の 主体性 に

注 目す る必 要([金 沢(2001)])が 生 じてい る。

経営 者能 力論 に は,3つ の ア プ ロー チが あ る([淡 路(1996)])。 経 営成 果の 差 を もた らす

人的要 因 を追 求す る 「人 的資質 論 」ア プ ロー チ([天 間(1971)]・[木 南(1987)]・[木 村(1994)]).

経 営 管 理 場 面 に お け る経 営者 能 力 形成 過 程 を検 証 す る 「能 力形 成 論 」 ア プ ロー チ([重 富

(1983)]・[重 富(1985)]・ 石 田[1993]),そ れ に経 営者機 能 を整理,経 営 者 がそれ を具備 す
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る過程を検証す る 「経営者機能」アプローチ([児 玉(1980)]・[七 戸(1987)]・[藤 谷(1990)]・

[大原(1991)]・[淡 路(1996)]・[Errington(1998)])で ある9。 これ らを無形資産継承の観

点か らみた場合,「人的資質論」は,経 営者の人的要因が先天的か後天的かを問わない こと,

また実証場面で経営者 の 「能力」 と 「個性」の混同がある10こ とな どか ら,適 切なアプ ロ

ーチではない。その点 「能力形成論」お よび 「経営者機能論」は,ど ち らも後天的な能力

獲得過程 を検証す るものであるが,「 能力形成論」は,ラ イ フヒス トリー分析 の形 をとり,

応用性 の面で難点がある。そ こで本論では 「経営者機能論」に依拠 したい。

「経営者機 能論」 をさらに詳 しく見た場合,こ のアプ ローチが後継者が経営者機能を獲

得 してい く 「継承階梯論」に基づいていることがわかる。[七 戸(1988)]は,「 生産過程管理」

→ 「経 常的資金管理」→ 「長期的財務管理」→ 「財務管理」 とい う道筋 を,[淡 路(1996)]

は,「労働者機能」→ 「経営者機能」→ 「所有者機能」とい う道筋 を,ま た[Errington(1998)]

は 「技術」→ 「戦略」→ 「販売」→ 「雇用」→ 「財務」 とい う道筋をそれぞれ描 いている

が,こ れ らはいずれ も 「労働者」か ら 「経営者」へ と階梯 を登ってい くモデルを示 してお

り,経 営者 のライフサイ クル を前提 としている。

後継者育成論 は,後 継者 の育成 の 「場」に関す る議論である。その論点は,(1)後 継者へ

の教育の 「場」 としての家族経営の評価,(2)後 継者育成の 「場」 としての地域の重要性,

の2つ が挙 げられ る。

第1の 論点に関 しては,各 農業経営におけるOJTを 重視 し,「後継者の経営教育は,(中

略)家 族経営外 における完全な代替は困難」 とするもの([稲 本(1991)])と,「 農家 とい う

場に内部化 された担い手の育成は,様 々な限界 を生む」([淡 路(1996)]・ 同様 の趣 旨の もの

として[青 柳(1991)])と の対照的な見方がある11。OJTは ケースによるレベルの差 が激

しいため,内 容 を問わずにその是非を論 じるのは早計である。この点に関 し,[大 泉(1998)]

は,「 ソフ ト重視の担 い手論」をキー ワー ドに,経 営内および公的機 関等での教育の必要性

を説 くと同時に,「経営の精神」のよ うなものを付与することの困難性を指摘 してい る。確

実にいえるのは,全 ての教育 を経営内で完結す ることはできないが,そ れはOJTが 重要

な教育機会であることと矛盾 しない とい うことである。また,第2の 論点に関 しては,近

年 は,「 後継者 とい うよ り若 い農業者」([大 原(1992)])と い う概念が定着 してきている。

その主たる議論は,家 族経営内だけでなく 「地域 の農業者」形成 の視点が重要 とい うもの

であ り([塩 見(2000)]),「 場」の議論が経営単位か ら地域単位へ とその焦点を移 している。

た とえば,経 営継承の際の親子間関係 について,今 日では後継者 が新規部門を立ち上げ,

親子が別部 門を担 当す るといった形が多 く報告 され([岩 元(1992)])て い る。 かつて言われ

た親子間の 「協調」 と 「闘い」([金 沢(1988)])の 視点や,家 族経営を複数意思決定主体 と

して見る視点([稲 本他(1984)])は あま り聞かれない12。 しか し,[斎 藤(2000)]は,法 人

経営において,経 営者 と後継候補者である従業員 との間に大きな意識 ギャ ップがあること,

無形資産 を円滑に継承 してい くためのシステム作 りに課題 を残 していることを指摘 してお

り,無 形資産継承に とって経営者 と後継者の関係性の分析 はなお重要であるといえる。

以上をまとめる と,経 営継承研究は,経 営資産 をいつ,誰 に,ど のよ うに,な ぜ,行 う

のかを トー タル システム として分析す るものである。農業経営のゴーイ ングコンサー ンと

しての側面 に注 目す ると,無 形資産の継承 がポイ ン トとなる。農業経営における主要な無

形資産 として経営者能力が挙げ られ るが,継 承 の観 点か らは経営者機能アプローチが有効
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である。 また,無 形資産継承 の 「場」に関す る議論 としては後継者 育成論があ り,家 族経

営内のOJTに 対す る評価は二分 され るものの必要であるこ とは確 かであるが,一 方で

「場」の議論は 「農家」か ら 「地域」にその焦点が移 りつつある。 しか しなが ら,経 営者

と後継者 の関係性 は重要な論点 として残 されている。

2-4 他産 業か らみ た農 業経営継承 の異 質性 と同質性

以上の整理は主に農業経営学および農業経済学 ・農業法律学の分野によるものであるが,

経営継承問題 は農業のみならず中小企業を中心 とした企業一般 が抱える問題である([滝 澤

(1992)]・[藤 田他(1996)])。 ここでは,周 辺諸科学の経営継承研究の レビュー を一般経営

学 を中心 に行 う。

2-4-1 中小企業における継承問題

中小企業の継承 問題 は,「 事業承継」問題 とも言われるが,あ らゆる業種の中小企業経営

者が共通 に抱 える問題 であることを反映 し,多 くの書籍がある。その主な論点 は,(1)事 業

承継 に際 しての税務 ・法務対策の必要性 を喚起す るもの([大 野(1995)]・[江 澤(1997)]・[黒

川(2000)]な ど),(2)後 継者難 に対応 して,M&Aな どをも視野に入れ た 「事業承継」の必

要性 を喚起す るもの([さ くら銀行他(1995)]・[佐 野(1995)]・[中 小企業庁(2001)]な ど)

であ る。(1)につ いては,一 般中小企業 においては,農 地に関する税制の特例措置な どの経

営継承 に際 しての制度的サポー トはなく,相 続税支払いが事業継続の障害 とな りうること

がその要因 となっている。 また(2)は一般 中小企業においては親子間継承が主流であるため,

子供 が継承 しない場合の対策 として,経 営 と所有を分離 し経営権 を第三者 に継承す る方式

やM&Aの 積極的活用が謳われている。

中小企業にお ける継承問題 は,現 状では相続税問題 に専 らの注 目が集まってお り,継 承

プ ロセ ス問題 については,「 ケー スはあってもモデルはない」([井 上(1992)])と 言われ,

研 究蓄積 も多 くはない。経営者の交代が必ず しも企業の活性化 につながっていない実態の

指摘([国 民金融公庫総合研究所(1997)]・[荒(1995)]・[中 小企業事業団(1990)])と,同

種 の問題 は 日本に限 らず英国に も見 られ ることが示 され ている([百 瀬他(1999)])程 度で

ある。例外 として挙げ られるのは[Gersick他(1997)]で ある。[Gersick他(1997)]で は,フ

ァミリー ビジネスを所有 ・家族 ・事業の3つ の軸か ら捉 え,そ れぞれの軸が関係性 をもち

なが ら発展 してい くモデルか ら継承問題 を論 じている。 このモデルの中には有形資産 の世

代間移転 も含まれ るが,同 時 に 「共通の夢(Shared Dream)」 をキー ワー ドに した経営者 と

後継者お よびその家族 の関係性 の重要性 を示 している。本論 は,[Gersick他(1997)]の 問題

提起 を受け,こ れ を経営者機能論か ら検証す る。なお,中 小企業ではな く大企業の盛衰を

分析 したものに[日経 ビジネス編集部(1989)]が あるが,こ こでは 「企業の寿命 は30年 」 と

されてい る。企業の繁栄は30年 弱 しか続かない ことを示 しているわけだが,30年 とは創業

者の ライ フサイクル とほぼ合致す る期間であ り,大 企業にお ける継承問題 を暗示す るもの

として興味深い。

以上みて きたよ うに,中 小企業一般において も農業 と同様 に継承問題 を抱 えている。 た

だ し,農 業は農地相続 に関す る特例措置な ど税制面が整備 されてい るのに対 し,中 小企業

は類似の制度がない13た め,専 ら税制の問題に関心が集 中 しているのが実態である。

2-4-2 無形資産への注 目14
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無形資産への注 目は,[伊 丹(1984)]お よび[伊 丹(1987)]に お ける 「見えざる資産」の指

摘にその端緒 を見 ることができる。伊丹は,技 術 ・ノウハ ウ ・ブ ラン ド・組織風土 といっ

た情報的経営資源 を 「見え ざる資産」 とし,競 争力の源泉 としての 「見えざる資産」の蓄

積 の重要性 を指摘 している。[野 中(1990)]お よび[紺 野他(1995)]は,「 知識資産(ナ レッジ

マネ ジメン ト)」を提唱 している。野中は,知 識社会 における競争優位の源泉 としての知的

経営資源 を 「知識 資産」 とし,知 識創造お よび知識共有の重要性 を指摘 している。 また,

[Wayne(2000)]は,個 人的なネ ッ トワー クや ビジネスのネ ッ トワー クか ら得 られ る資源 を

Social Capitalと し,こ の重要性 を指摘 している。

無形資産は,知 識資産 も しくは知的資本 などとも言われる。一般に会計学では無形資産,

経済学では知識 資産,経 営学では知的資本 と呼ばれているが,そ の意味す るところは本質

的 には同 じである([Lev(2001)])。 重要なのは,そ れが 「将来の利益 を生み出す無形の源泉

である」 こと([Lev(2001)]),お よびその重要性が増 してい ること([伊 丹(2001)]・[蒋

(2000)])で ある。
一般経営学にお ける無形資産に関す る議論 は

,「本来は個人に属す る無形資産をいかに組

織的に共有す るか」がテーマになっている。 これを無形資産継承にお きかえれば,「 経営者

に属す る無形資産 をいかに後継者に継承するか」がテーマ となる。一般経営学においては,

「トップマネジメン トがその企業に とって固有の経営資源」([小 林(2000)])つ ま り無形資

産であると考え られてお り,無 形資産には市場が存在 しない とい う特徴 を持つ こと([伊 藤

(2001)])と あわせ,無 形資産継承 とい うテーマは,一 般経営学において も重要であること

がわかる。ただ し,農 業経営継承の分析 を行 うにあたっては,一 般経営学の議論 は概念装

置 としては有効であるが,議 論は抽象的であ り,必 ず しも実証的ではないことに留意す る

必要がある。

2-4-3 経営者能力論

中小企業にお ける経営者能力論 は,[清 水(1983)]を その端緒 として,[木 村(1986)]・[小

椋編(1998)]・[稲 崎(1999)]な どがあるが,そ の示す 「経営者の条件」は,い わばあ りきた

りである。 「普遍的あるいはアプ リオ リに望ましい経営者能力は存在 しない」 として,経 営

者能力は 「経営者 の3つ の機能,す なわち(1)将来構想 の構築 ・経営理念 の明確化,(2)戦 略

的意思決定,(3)執 行管理,の 機能を発揮 しやすい経営者の資質」を示すに過ぎない との[清

水(1998)]の 理解が一般的であ り,経 営者機能論 との親和性が見 られ る。

以上のよ うに,一 般経営学の継承研究は,農 業 との一定の差異 を見せつつ も,共 通の土

台 を持 っている。国内においては,農 業は継承研究の先達的存在であ り,農 業経営学の分

野か ら多 くの貢献を果たす ことが可能だ と考えられ る。

2-5 経 営継承研究 に求め られ る視点

以上の先行研究の レビューにより,経 営継承研究には,(1)無 形資産への注 目,(2)無 形資

産継承 の 「場」 としての経営者 と後継者 の関係性への注 目,(3)第 三者継承への注 目,が 重

要であることをみてきた。 これ らはいずれ も,従 来の研究では不十分であった点であ り,

本論 での課題 にも直結す る。

無形資産については,継 承場面において無形資産その ものが注 目されてこなかった こと

が挙げ られ る。数少ない研 究蓄積 として経営者機能論の成果(特 に[淡 路(1996)])が ある
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が,こ れ らは 「継承階梯」の提示に とどま り,経 営者機能獲得の論理や継承階梯そのもの

の評価 についてはなお明 らかではない。 さらに,農 業階梯 だけで継承メカニズムは説明で

きるのか,他 の要因があるのではないか とい う点について も考察する必要がある。

関係性 の視点については,か つてはその重要性が指摘 されていた([小 松(1967)])が,

心理学的側面が強い こともあ り,農 業経営学ではあま りコ ミッ トされて こなかった([高 橋

(1993)])。 また一般経営学 の分野で も,人 間関係論への過度の傾斜 は,上 司が部下の機嫌

をとることを第一義 とするニコポン主義([上 野(1876)])を 生み出 したこともあ り,あ ま

り重要視 されて きた とはいえない。 しか し,無 形資産の把握 は困難 で,継 承当事者 間での

認識 ギャ ップを生 じやすいことを考慮す ると,関 係性 に再び注 目す る必要がある。本論で

は,経 営者 と後継者間のコ ミュニケー シ ョンの問題,[金 沢(1988)]の 言 う 「協調」 と 「闘

い」の側面を再評価 し,こ の問題 に取 り組む。

第三者継 承については,オ ープンシステム論 のフィージ ビリティを問 う意味で も重要で

ある。オープンシステム論 は政策 も含め実態 より議論が先行 してお り,こ れが経営継承 シ

ステム として実態 として も定着するのか,そ れ とも絵 に描いた餅で終わ るかはなお明 らか

ではない。 ここで農業経営学 に求め られ ている役割 は,定 着に向 けた理論的 ・実践的基礎

を提供す ることであろ う。

3農 業 経 営 継 承 の動 向

残念 なが ら,農 業経営継承の実態を直接 に扱 った全国的なデータは存在 しない15。 本節

では,(1)農 業関係 のデータソースを用い,経 営継承がわが国農業経営に占める位置づ けを

確認 し,(2)中 小企業にお ける継承実態のデー タから,無 形資産継承の重要性 を眺めるとと

もに,(3)[Errington(1998)]な どの成果か ら,農 業経営継承問題の国際的な異質性 と同質性

を明 らかにす る。

3-1 我 が国の農業経営継承 の動 向

3-1-1 イベン トとしての経営継承の実態

農業経営継承に関す る制度的なフォロー として農業者年金制度がある。そ こで本節 では

農業者年金基金 の資料 を用い,経 営継承の動向を眺める。農業者年金制度は,制 度 と実態

の乖離が言われ,制 度改正が行われたところであるが,そ れでもなお加入対象者の75%以

上が加入(当 然 ・任意 とも)し ている制度 であ り,経 営継承の概況を代表す るデー タとし

て信頼 に足る と考え られ る。

農業者年金制度では,経 営移譲を行って引退 した経営者 に対 し経営移譲年金 が給付 され

るが,経 営移譲 の相手が農業 を行 う子弟(後 継者)や 子弟以外の農業者(第 三者)だ った

場合,経 営移譲年金 に加算が行われ る。 したが って,後 継者 に移譲 を行い,加 算付経営移

譲年金の新規裁定を受 けた場合は確実に農 業経営を継承 した と考え られ る。表1-3-1

は,加 算付経営移譲年金の新規裁定者数の推移 を見たものである16。

1986年 度 当時は後継者に対 し年間約27,000件 の経営継承が行われたが,そ の数 は減少を

続 け,2000年 度では,1,839件 と15年 前の6.7%の 水準にまで落ち込んでいる。 また,第

三者継承は,1986年 当時に3,140件,2000年 度は1,392件 であ り,後 継者ほ どの落ち込み
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表I-3-1 農業者年金の 加算付き経営移譲
年金新規裁定者数の推移

(出所:農 業者年金基金資料)

は見せていない。 ここでい う第三者継承 とは子弟以外 の農業者に対 して経 営移譲を行 った

ものであ り,そ の内容 としては,既 存経営の規模拡大に資す る場合 と子弟以外の若い農業

者への経営継承の場合 とが考えられ るが,農 業者年金 の加入者の年齢別構成 を見る と,半

数以上が50歳 代以上であ り,第 三者移譲には世代間の経営継承効果はあま り期待できない

といえる(図1-3-1)。 わが国においては,農 業経営を継承 した くて も継承す る相手がい

ない,い た としても若年層ではないために経営継承の実効性が現れに くい(移 譲を受 けた

経営者 もまもな く誰かに経営移譲 しなけれ ばな らない),と い う実態が改 めて確認できる。
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以上,農 業者年金のデー タ上では,わ が国のイベン トとしての農 業経営継承は年 々その

実行 が困難 とな り,現 在では年間2,000～3,000件 発生 しているに過 ぎないことが分かる。

ここでは,経 営者の一世代 を35年 ～40年 と仮定 して も,毎 年2,000～3,000件 の経営移譲

では,70,000か ら120,000の 農業経営の継続 を確保す るにとどま り,認 定農業者数(2001

年9月 末現在 の実数で154,453人)を もカバーできないことを指摘す るにとどめる。

3-1-2 プロセスと しての経営継承の実態

農業者年金制度下での 「経営移譲」 とは,農 地の所有権 の移転や農地の使用貸借権の設

定 といった 「イベ ン ト」を補捉 したものであるが,本 論でい う 「経営継承」は ,後 継者が

経営者 と しての機 能を具備 してい く 「プロセス」であるため,農 業者年金のデー タだけで

はその実態 を把握 できない。 ここでは,農 業セ ンサスのデータを用 いて,プ ロセス として

の農 業経営継承の動 向把握 を試み る。

表I-3-2は,同 居 あとつぎの農業従事の動向について,経 営耕地規模別 に見たもの

であるが,本 論の対象 とする大規模経営(概 ね都府県で5ha以 上,北 海道で30ha以 上)で

は,約30%の 経営においてあとつぎが 自営農業のみに従事 もしくは主に自営農業に従事 し

ている。 これ らの経営は経営継承のプ ロセス下にある と考 えられる。

表I-3-2 同 居あとつぎの農業従事の状況(1995年)

(出所:農 業センサス)
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次に,表I-3-3は,一 経営あた りの基幹的農業従事者数を経営規模別 に見たもので

ある。 当然なが ら大規模層ほ ど農業従事者数が充実す る傾向にあるが,こ れ を年齢別に見

ると,39歳 以下の若年層が,都 府県の大規模層で0.4～0.6人,北 海道では0.8人 以上存在

していることがわかる。 これ は,都 府県の大規模層 では4～6割 の経営が,北 海道のそれ

では8割 以上の経営が若年層 を基幹的農業従事者 として保持 していることを意味す る。そ

の一部は 自らが経営者 となっていると推測 され るが,50歳 以上の親世代の経営者を持つ後

継者である場合 も少な くないと考 えられる。

表I-3-3 一経営あたりの基幹的農業従事者数(1995年)

(出所:農 業センサス)

以上よ り,プ ロセスか ら見た経営継承は,特 に大規模層 の少な くない部分 で行われてい

るとみることができる。また,あ とつ ぎがいない経営 は場合によっては第三者継承 を模索

す る必要 もあろ う。 また,あ とつぎが15歳 未満で統計分類上 「あ とつ ぎがいない」 とされ

ている経営に関 しては,将 来の問題 として経営継承が重要 となる。

3-1-3 経営継承 と経営発展

前掲図I-1-1で は,国 際横断的に見た場合,農 業構造の変動 と高齢化には一定の相

関が見 られ るこ とを示 したが,こ れ をわが国における農業地域別に見た ものが図I-3-

2で ある。 国際横 断的に見た場合 と同様 に,国 内横断的にも同様 の関係 が見て取れる。 こ

の分析の持つ欠点については,図I-1-1の 注1に おいても指摘 しているので,こ こで

はこれを示すに とどめる。
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図I-3-2 平 均経 営 耕 地 面積 の増 加 率 と65歳 以上 割合

(出所:農 業センサス)

以上のデー タか ら,農 業経営継承は我が国農 業の未 来を担 う重要な位置を 占めるこ とが

わか る。

3-2 中小企 業の経 営継 承の動向か ら見た無形資産の重要性

中小企業の経営継承の実態 については,[中 小企業庁(2001)]に よるアンケー ト調査があ

る。 そこで,同 ア ンケー トを通 じ,中 小企業の経営継承の実態 を眺めることで,農 業経営

における無形資産継承の重要性を間接的 にではあるが検証す る。なお,同 アンケー トは,

中小企業庁が2001年5月 か ら6月 にかけて,6,000社 にアンケー トを配布,経 営者 自らが

記入 し,郵 送 で回収する とい う方法で行ったものであ り,有 効回収数は3,147件 であった

(回収率52.5%)。

3-2-1 経営継承 に関す る経営者の姿勢

全体 の70.2%の 企業が 「現状のまま事業 を承継 させ る」 と回答(図I-3-3)し てお

り,そ の理由 としては,「築いた技術が もったいない」が45.5%で 最 も多い(図I-3-4)。

「築いた技術」 とはその企業が保持す る典型的な無形資産であると考 えられ ,事 業継続 に

向け無形資産の果 たす役割の大 きさおよびその継承が重要であることがわかる。

3-2-2 経営継承にあた っての問題点

東京都 商工指導所が1999年 に実施 したアンケー トによれば,後 継者側 の経営継承時の問

題点 として,「 経営者 としての経営能力の向上」,「取引先 との信頼関係の構築」 といった無

形資産 に関す るものがそれぞれ67.9%,42.7%と なってい るのに対 し,「事業用資産の確

保 ・分散防止」,「相続税対策」といった有形資産に関するものは11.9%,8.6%と 低い数字

になっている(図I-3-5)。

相続税問題 については,全 体の36.5%が 実際 に相続税の支払いが発生 した と回答 してい

るが,そ の うち,相 続税の支払いで会社の資金繰 りが悪化 したとの回答は,「 非常に影響が
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図I-3-3 中小企 業経 営 者 の経 営継 承 の意 向(従業員規模別)
(出所:「事業承継に関するアンケー ト」中小企業庁2001年)

図I-3-4 中小企業経営者が事業を承継させる理由
(出 所:図I-3-1に 同 じ)
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図I-3-5 創業者以外の経営者の事業承継時の課題
(出所:東 京商工指導所「長期化する景気低迷化における企業行動と今後の経営展開」1999年)

図I-3-6 中小企業の相続税支払いの有無
(出 所:図I-3-1に 同 じ)
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大 きい」 「影 響 が大 きい 」 を合 わせ て も11.9%(「 影 響 が あった」 を含 めて も23.2%)に 過

ぎず,実 態 と して は相続 税 が経 営継 承 の 大 きな 障害 に なっ てい る のは少 数 で あ る(図I-

3-6お よび図I-3-7)。

3-2-3 事業 を引き継がせたい者

全体の73.7%が 「自分の子供」 と回答 してお り,中 小企業一般 においても,親 子間継承

が主要なルー トである(図I-3-8)。 なお,経 営者の年代別にみる と,40歳 代の経営者

は 「能力があれ ば誰でも構 わない」 と回答す る割合が高 くなっているが,こ れ も子供への

継承 を否定 しているわけではなく,子 供の成長(経 営者の加齢)に 伴い,「 自分の子供」に

引き継 ぐと考える者 が増えると予想 される。

この結果 からは,オ ープンシステム論は農業 ・非農 業を問わない我が国の中小企業全体

の課題 である,と い うことがわか る。

以上,中 小企業 においては,(1)大 半の経営者が事業の継承 を望んでお り,(2)継 承 の際に

は有形資産 よ りむ しろ無形資産 の取 り扱 いが重要であ り,(3)オ ー プンシステム論が課題 と

なっているとま とめることができる。特に(3)に関 して,[中 小企業庁(2001)]はMBO普 及

の有効性 と重要性 を謳っているが,MBOは 中小企業版第三者継承である と評価できる。

ただ し,無 形資産継承について[中 小企業庁(2001)]は 「後継者教育の充実」を課題 とす

るのみであ り,そ の対策 は不十分 といわざるを得 ない17。

3-3 国際 的に見 た農 業経営継承 の動向

農業経営継承の国際的潮流については,[Errington(1998)]が あ り,英 国 ・フランス ・カ

ナダ(ケ ベ ック州 ・オンタ リオ州)の3カ 国4地 域で農業経営継承 に関す るアンケー ト調

査 を実施,経 営継承 の潮流 を明 らかに している。

本論ではこれにアイオ ワ州立大学エクステンションが実施 した米国アイオ ワ州でのアン

ケー ト調査結果 を加 え,4カ 国5地 域の比較分析 を行 う。

3-3-1 引退 の 予定

表I-3-4は,調 査対 象農 業経 営 の概 況 を示 してい る。調査 年 が1990年 の英 国か ら2000

年 の アイ オ ワ州 ま で約10年 の 開 きが あ るこ とに留意 す る必要 が あ る。

経 営 者 の 引退 の予 定 につい て は,図I-3-9に 示 した。 フラ ンスで は,完 全 に引退 す る

予 定 の者 が多 いが,他 で は 「セ ミリタイ ア」を考 えて い る者 が多 い。セ ミ リタイ ア とは,「 日

常 的 には農 業 には従 事 しな いが,農 繁期 な どに手伝 うこ ともあ る」状 態 で あ る。 アイ オ ワ

州 で は,「 引退 しない」 と回答 してい る者 が27.0%を 占めて い る。 フラ ンスで完 全 に引退 す

る とす る者 が 多 い理 由 につ いて,[Errington(1998)]は,年 金制 度 の存在 を挙 げて い る。

3-3-2 後継者の確保 と農業従事の状況

後継者 の確保状況な どについては,表I-3-5に 示 した。各国でのアンケー ト調査項

目が統一 されていない ことに留意す る必要があるが,後 継者 を確保 してい る者 は,一 番高

い英国で も50%で あ り,ア イオワ州では30%に も満たない。フランスの場合,経 営者の平

均年齢が40.7歳 と若いため,後 継者を確保 していない ことはまだ大きな問題 ではないが,

経営者 の平均年齢が最 も高いアイオ ワ州において後継者確保率が低い。アイオ ワ州 では引

退予定のない経営者が多い ことを示 したが,後 継者が確保 できない こともその一因 として

考 えられ る。
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図I-3-7 相続税を支払った会社の資金繰りの悪化
(出所:図1-3-1に 同じ)N昌640

図I-3-8 中小企業経営者が事業を引き継がせたい者(経 営者年代別)
(出 所:図I-3-1に 同じ)N=3,147
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表I-3-4 調査対象農業経 営の概況

(出 所:[Errington1998]お よ びアイオ ワ州 立 大 学 資料

図I-3-9 農業経営者の引退の予定
(出所 濠I-3-4に 同じ)
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後継者 の農業従事の状況 については,英 国 ・フランスでは後継者がすでに 自家農場に従

事 してい る割合が高いが,ア イオ ワ州では他産業に従事 している者 の割合が高い。

3-3-3 権限委譲の状況

表I-3-6は,権 限委譲 の進行状況を得点化(得 点が高い ものほ ど権 限委譲が進んで

い る)し,平 均得点が低い ものか ら順位 をつけた ものである。 下位 のものは権限委譲が早

く,上 位 のものは権限委譲が遅いことを表す。

国 ・地域 によ り若干の違 いはあるが,総 じて権限委譲 の順序 は共通 してい ることがわか

る。[Errington(1998)]は,こ れ を継承階梯(Succession Ladder)と 名づけ,各 国 ・地域の

継承階梯 の普遍性 を指摘す るとともに,継 承階梯 を登る速度,す なわち権限委譲の進行の

相違性 が どこか ら生 じるのかを解明す る必要があると論 じている(仮 説 として,年 金制度

などの政策の効果 と引退に関す る社会規範の存在 を挙げている)。

3-3-4 継承に関する家族 との コミュニケー ション

表I-3-7は,経 営継 承に関す る相談相手についての回答である。各国 とも家族内で

の相談が優先 されているとともに,そ れ以外の第三者(英 国や カナダでは会計士,フ ラン

スでは農業経営 コンサル タン ト,ア イオワでは会計士や弁護士18)が 継承についてのア ド

バイザー としての役割 を果た していることが分かる。

ここで問題 とな るのは,「 誰 とも相談 していない」経営者の割合である。英 国では経営者

の35%が 誰 にも相談 しない(家 族に相談する者も少 ない)。フランスは経営者 が若いために

誰 にも相談 しない者が多 くなるのは当然 として,ア イオワ州 では,経 営者の平均年齢が最

も高いにも関わ らず,半 数以上の経営者 は経営継承 について誰にも相談 していない19。

以上のよ うに,先 進各国 における農業経営継承の動 向を眺 めた場合,(1)引 退 に関 しては

「引退 しない」 とい う選択肢 も含め,「 セ ミリタイア」とい う概念 が存在 し,各 国 ・地域 に

よ り経営者の志 向も異なる,(2)後 継者の確保率は必ず しも高 くはな く,ま た後継者の農業

従事の動向 も各国 ・地域 ごとに異なる,(3)経 営者 と家族 との コミュニケーシ ョンにも国 ・

地域別の差異が見 られ る,と いった相違性が認 められ ると同時に,(4)権 限委譲の順序では

「継承階梯」 と呼ばれ る共通性 が見 られ る,と いった特徴が挙げ られる。

これ らの調査結果 は,経 営継承問題 のアウ トライ ンを示す ものだが,(3)に ついては,特

に継承 当事者 に注 目してその実態 を明 らかにす る作業が必要であ り,(4)に ついては,継 承

階梯 を登 るス ピー ドを規定す るメカニズムの解明が課題 として残 され ているといえる。

4本 題の課題と分析視角

4-1 本論の課題

以上を踏 まえ,(1)農 業経営における無形資産に注 目し,そ の継承メカニズムを明 らかに

す ること,(2)経 営継承 のフィー ジビリテ ィを検証することの2点 を本論の課題 とす る。そ

の際に,継 承 当事者 間の 「内」 と 「外」を区分 し,「内」では 「関係性」に,「 外」ではラ

イフサイクルに注 目する。

4-1-1「 内」の視点:関 係性

継承 当事者間の関係性および後継者 による経営者機能 の獲得過程 については,機 能遂行

に必要なスキル の 「特性」 と継承 当事者の 「個性」の観点か ら分析する。
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表I -3-5  後継者の確保と農業従事の状況

(出 所:表I
-3-4 に同じ)

表I -3-6  権限委譲の順序

(出 所:表I -3-4 に同じ)

表I -3-7  経営継承についての相談相手

(出所:図I -3-4 に同じ)
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スキルの 「特性」とは,あ る経営機能を遂行するのに必要なスキルの特性の ことであり,

具体的 にはそのスキル の農場特殊性 と継承困難性(継 承可能性)の2つ の軸か ら捉える。

これ は,(1)別 の農場では通用 しないスキルは特殊 なスキルであ り,ど の農場で も通用す る

スキルは一般的なスキルであるとの仮定 と,(2)ス キルには経営者 が後継者に教 えられ るス

キル と,教 え られ ないスキル(自 分で会得す る しかないもの)が あるとの仮定 に基づいて

いる。

継承 当事者 間の 「個性」には2つ の意味がある。す なわち,経 営者 としての個性 と人 と

しての個性である。 前者については,経 営者 としての経営者機能遂行の得手 ・不得手( 経

営者 としての 「強み」 と 「弱み」)を 経営者 としての個性 とし,後 者については経営者であ

る以前の人 としての個性つま り性格 とす る。

関係性 を見る際には,こ れ らの個性の関係性 として捉える。

4-1-2 「外」の視点:ラ イフサイクル

すでに見たよ うに,経 営者機能論(継 承階梯論)は,経 営者のライフサイクル を前提 と

している。 しか し,ラ イフサイクル といった場合 には4つ の段階があることに注意 しなけ

ればな らない。1つ 目は,製 品のライフサイクル(プ ロダク ト・ライ フサイクル),2つ 目

は経営者 の人 としてのライフサイ クル(ヒ ューマ ン ・ライ フサイクル),3つ 目は経営の事

業体 としての ライ フサイクル(ビ ジネス ・ライフサイ クル),そ して4つ 目は産業 としての

ライフサイクルである。 この うち,本 論 の課題か らみて,プ ロダク ト・ライ フサイ クル は

短期 に過ぎ,産 業のライ フサイ クルは長期に過 ぎるため,分 析 の対象 とは しないが,ヒ ュ

ー マ ン ・ライ フサ イ クル と ビジネ ス ・ライ フサ イ クル は
, 継承当事者の外的条件として重

要であるため,分 析 の対象 とす る。

4-2 分析視角

4-2-1 分析の枠組み

(1)無形資産 と権限委譲

本論 では経 営者機 能に注 目し,経 営者機 能遂行に必要な熟練 を農 業経営 にお け る重 要

な無形資産 とす る。そ して,そ の権限委譲 の進行状況 を測 り,権 限委譲 の完 了を以って

無 形資産継承 が終了 した と捉 える。

権 限委譲 な しに無形 資産継承 は生 じえない。無形資産継承 は,権 限委譲 の連続す る過

程 であ る。もちろん,権 限委譲 は経営展 開に伴 って 日常的 に起 こ りうる。しか しなが ら,

経営者 が全ての権限委譲 を完 了 した とき,そ れ は経営継承が完了 した こ とを意味す る と

ともに,そ れ 以上の無形資産継 承は起 こ りえない ことも意 味す る。本論で は,こ の よ う

な視点 か ら権 限委譲 の進行過程 を捉 え,無 形資産継 承 として把握す るが,同 時に第II章

お よび第IV章 でみ るよ うに,権 限委譲の順序が後継者の思惑 と異 な ることに よって生 じ

る 「権 限委譲 ギ ャ ップ」に も注 目す ることで,無 形 資産継承 の重層性 を明 らかにす る。

(2)経営者機能 と経営者 としての個性

経営者機能論 における経営者機能の整理は論者によ り若干の違いはあ るが,ほ ぼ同 じで

ある。本論では,そ の中で最 も網羅的であると思われ る[藤谷(1990)]の 整理を援用するが20
,

と りあげ る事例 に よ り[佐 々木(2000)]や[Errington(1998)]も 合 わせ て用 い る(表1-4-

1)。 そ して経 営者 と しての個性 は,各 経 営者機 能 遂行 の得 手 ・不得 手 で判 定す る。
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表I-4-1 経営者機能の整理

(出 所:[藤 谷(1990)]お よび[Errington(1998)]に よ る

(3)スキル

Skillの 訳語は 「技量 ・技能」であるが,本 論 で言 うスキルは熟練 とほぼ同義である。技

能 とは主にモ ノを作る仕事 に関する腕前 をさし,マ ニュアル化できるものをさす([(財)

機械振興協会 ・経済研究所(1997)])。 一方,熟 練は 「よく慣れ て上手な こと」を表 し,必

ず しもモ ノづ くりを意味 しない し,日 常的には不要だが緊急時や例外的事態 に際 し発揮 さ

れ る とい う意味で より高度 である。そ こで本論では熟練 とい う語を採用す る。 なお,熟 練

に関 しては,肉 体的労働 をさ して使われ る場合があるが,本 論 では知的熟練([小 池(1999)])

とい う意味 で熟練 とい う語 を用い,農 場特殊性 と継承困難性 とい う観点から熟練の特性を

分析す る。

(4)人 と して の個性:FFS理 論

人 としての個性 を判 定す る指標 を独 自に作成す るのは困難 を極 める。そ こで本論では,

Five Factors and Stress Theory(FFS理 論)を 援用 して個性の把握 を行 う。

FFS理 論は,小 林恵智氏が提唱 した理論体系であ り,1979年 か ら米国国防機関か ら研

究委託 され て開発 され た応用心理学系の因子分析理論である。その特徴 としては,人 間の

個性 をエ レメン ト(要 素)で はな く,フ ァクター(因 子)で 把握す ることが挙げ られ る。

例えば,あ る人の 「陽気で外向的」 とい う要素は,あ る因子があるス トレス状態の下で表

出 された ものに過 ぎない と考 える。つま り,人 間の個性 を形成す る因子は,そ の人の置か

れ た環境(ス トレス状態)に より,プ ラスにもマイナスにも働 く(例:「 倹約家」と 「ケチ」)

とす るのである。
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FFS理 論 における5つ の因子は,表I-4-2に 表 した。 「凝縮性」は 自らを固定 ・強

化 しよ うとす る力の源 泉 となる因子(指 導力),「 受容性」は自らの外部の環境 を受 け入れ

よ うとす る力の源泉 となる因子(包 容力),「 弁別性」 は自らの内部 ・外部 の状況 を相反分

別 しよ うとする力の源泉 となる因子(論 理的判断力),「 拡散性」は 自らを拡散 ・発展 させ

よ うとす る力の源 泉 となる因子(行 動力),「 保全性」は 自らを保全 ・維持 しようとす る力

の源泉 となる因子(強 調力)を 表す。調査方法は,ア ンケー トへの回答か ら各因子を得点

化(20点 満点),各 得点 と因子間の得点バ ランスで回答者の個性 を評価する21。

表I-4-2 FFS理 論 における5つ の 因子

(出 所:FFS資 料)

(5)ヒュー マ ン ・ライ フサ イ クル と ビジネ ス ・ライ フサイ クル

ライ フサ イ クル につ いて は,論 者 に よ り微 妙 に ステ ー ジ の呼称 が異 な る。[グ ロー ビス

(1995)]で は,開 拓 ・成長 ・成 熟 ・衰退,[石 田(1999)]で は,生 成 ・発 展 ・成 熟 ・衰 退 ,[Castle

他(1987)]で は,試 用 ・確 立 ・拡 大 ・強 化 ・引退 ・移 譲 とい う区分 が され て い る。 ま た,先

述 した よ うに ライ フサイ クル の対象 とな るの は,製 品 ・人 ・組織([安 藤(1999)])・ 事業[グ

ロー ビス(1995)]・ 産 業[石 崎(2001)]と 重層 的 な構成 にな ってい る。本 論 では,ヒ ュー マ ン ・

ライ フサ イ クル を ライ フサ イ クル,ビ ジネ ス ・ライ フサイ クル を ビジネ スサ イ クル と し,

継 承 プ ロセ ス上,経 営 者 は ライ フサ イ クル 上 の衰退 期 に あ る とす る一 方 で,ビ ジネ スサ イ

クル につ い て は,創 業 期,成 長期,安 定 期,成 熟期(衰 退期)と 区分 す る。 そ して ,積 極

的 な事 業展 開 を図 る農 業法 人 な どの経 営 に お け る経 営継 承 は,経 営 者 の ライ フサ イ クル と

同時 に ビジネ スサ イ クル の影 響 も受 け る との仮 説 を立 て,検 証 を行 う。
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なお,各 期 の定義は以下の通 りである。

・ 創 業期:法 人設立後まもない,こ れか ら事業が軌道に乗 る見込み

・ 成長期:事 業規模が拡大 している,事 業が軌道に乗 り始めた

・ 安定期:当 初の事業 目標 を達成 した
,達 成のメ ドが立 った

・ 成熟期(衰 退期):新 しい事業展開に向けて模索 している

4-2-2 分 析 手法

社会科学22に お ける分析手法の選択は大きな問題 である。定性的デー タか らの帰納的分

析 が一般に受 け入れ られていない([林(2000)])一 方で,論 理実証主義に対す る批判 もあ

る([佐 和(1984)]・[大 泉(1995)])。 本論は,ケ ースス タデ ィを主たる分析手法 とす るが,

その理由は以下の通 りである。

第1に,本 論 の課 題 は ケー スス タデ ィが最 も適 した 手法 であ る。[イ ン(1996)]に よれ ば,

社 会 科学 の リサー チ 戦 略 には,(1)実 験,(2)サ ーベ イ,(3)歴 史,(4)資 料情 報 分析,(5)ケ ー ス

ス タデ ィの5つ が あ るが,そ れ ぞれ の戦略 には,取 り組 む課 題 の種 類 に応 じて長所 と短所

が あ る(表I-4-3)。 本 論 の課題 は,経 営継 承のHow toを 明 らか にす る もので あ るた

め,ケ ー ス ス タデ ィ法 を採用 す る。

表I-4-3 問題 に適 したリサ-チ 戦略の選択

(出 所:[イ ン(1996)])

第2に,経 営継 承 に関す る統 計 的一般 化(Statistical Generalization)の 困難性 であ る。

3節 でみ た よ うに,農 業 経 営継承 は,わ が国 で毎年2,000～3,000件 程度 発 生 してい る と考

え られ るが,こ れ はイ ベ ン トと して の経 営継 承 を制 度 上か ら捉 えた もの に過 ぎず,プ ロセ

ス と しての経 営継 承 の 実態 は把握 で きな い。 したが って,本 論 で は統計的 一般 化 で はな く,

ケー ス ス タデ ィ を用 いた 分析 的 一般 化(Analytic Generalization)を 試 み る こ とに よ り,

経 営継 承 円滑 化 へ 向 けた理 論 的基礎 を提供 す る。 なお,本 論 で は第IV章 にお いて,ア ンケ

ー ト分析 を行 っ てい るが
,こ れ もサ ンプ リン グな どで統 計学 的 手法 に基 づ い てい ない とい

う点 で ケー ス ス タデ ィで あ る23。 た だ し,本 論 は複数 の ケー スス タデ ィを行 うこ とで,事

実 の追 試 お よび理 論 の追 試([イ ン(1996)])を 行 う。

ま た,ケ ー ス ス タデ ィを行 うにあた って は,「 デー タ収集 の三 角測 量手 法」 を とる。 ケー

ス ス タデ ィに お け る調 査 デ ー タの信 憑性 の問題 は,[渡 邊(1952)]か ら[和 田(1994)]に 至 る

まで指 摘 され 続 けて き た古 くて新 しい 問題 で あ る。 本 論 では,複 数 回調 査 や 調査 記録 の本
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人確認 を通 じて確認 をとり,そ の裏づけを行 うこととする。

なお,本 論で取 り扱 う経営継承 とい うテーマは,プ ライベー トな領域の問題 を含むため,

ケー スは全て匿名 とした。 これは 「事例研究素材へのアクセス」([水 野(2000)])の 点から

問題 を残 していることは認 めなければな らない。

4-2-3 事例 の 選 定

本論では,わ が国農業の経営継承をよ り総体的に捉 えるべ く,(1)海 外 における農業経営

継承の実態か らの視点,(2)わ が国農業の 「多様 な担い手」か らの視点,を 持つ。具体的に

は米国アイオ ワ州 にお ける農業経営の継承分析,わ が国における家族農業経営の継承分析,

お よびわが国にお ける農業法人にお ける継承分析 を行 う。 この うち,米 国アイオ ワ州にお

ける分析は(1)の視点によるものであ り,わ が国における家族経営 と法人経営の分析は(2)の

視点によるものである。

(1)の視 点か らは,先 進国における農業経営が分析対象 として考え られ る。本論では米国

アイオ ワ州 を取 り上げるが,そ の理由は以下の通 りである。

第一 に,米 国農業 は 日本 の農業 との異質性の観点か ら多 く言 われてきた。例 えば,[長

(1997)]は,日 米農業の相違点 として,農 場制農業 ・近代化 された一世代農業 ・農地の高い

流動性 ・経営の経済的再生産条件にお ける優位性の四点を挙 げてい る。 また,経 営継承に

つ いては,農 場が 同一家族 に よって数 世代 にわた って継 承 され るこ とは少 な く([嘉 田

(1981)]),そ の継承原理は 「最適者継承」([嘉 田(1980)])に よるとされてきた。また,ビ

ジネ スとしての規模 は大きくなっているものの,米 国農業の主流は家族経営である([八 木

(2000)])。 米国には独立 自営農 民こそアメリカ ン ・デモ クラシーを支える社会的基盤であ

るとい う伝統的イデオ ロギーも存在す る([田 中(1987)])。 したがって,経 営継承に関 して

も,家 族経営 をベースに した 「農業階梯」の存在が指摘 され([大 内(1965)]),そ れが米国

農業 をオー プンシステム と論 じる根拠 になってきた。 しか しなが ら,農 業階梯 とい う考え

方は,1950年 代以降実態にはますます 当てはまらなくなってきていると言われ る([今 村

(1985)])。 かつ ての農業階梯が機能 しな くなっている とすれば,米 国農業が どのよ うなオ

ープンシステムを持ってい るのか明 らかにすることが重要である
。 日本農業 もオープ ンシ

ステムをめ ざしている。米 国の現在の実態 を明 らかにすることは,今 後のわが国農業を考

える上で少 なか らぬ示唆 を与えると考え られ る24。 したがって,米 国アイオワ州 をとりあ

げる第一の視点は,オ ープンシステム論か らみた米国農業経営における経営継承の実態把

握である25。

第二に,米 国にお ける商業的農業の展開は,農 業経営 における無形資産を増大 させ,そ

の効率的利用の観点か ら事業の継続性が重要なテーマになっている([稲 本(1987)])こ と

を意味す る。この点については,[Tweeten他(1995)]が,農 場に対す る金銭的援助 よ りも職

業教育な どによる経営者能力醸成が重要であることを謳っていることか らも裏付 けられ る。

米国におけるこの事態は,無 形資産継承の実態把握に適 した素材 となる。

第三に,米 国の 中でのアイオワ州の位置付けである。 日本に とり,米 国 とい う国の理解

は困難 であ る。 「多 くの 日本人がア メ リカを理解 してい る と決 めかか ってい る」([本 間

(1996)])こ とが,こ の問題 をよ り深刻化 させている。本論では,そ の点に留意 しつつ,ア

イオ ワ州農業 を とりあげ る。その理 由の第一は,ア イオ ワ州が全米有数の農 業州であるこ

とである。アイオ ワ州は1997年 度 で全米第3位 の農業生産額を記録 してい るが,第1位 の
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カ リフォルニア州,第2位 のテキサス州はいずれ もハイテク産業な どの他産業 もさかんで

ある。それに対 してアイオ ワ州は農業が主要産業であるとい う特徴 を持つ。第二に,ア イ

オ ワ州では,家 族経営 を農業経営の基本 とすべ く州法による規制があると同時に,農 業経

営者 の高齢化が進 んでいることである。農業経営者の高齢化 は全米的な傾向である。表I
-4-4の よ うに

,ア イオ ワ州農業における65歳 以上経営者の割合は全米平均をやや下回

る程度だが,1974年 か ら1997年 にかけての65歳 以上割合の増加率は50州 中第2位 であ り,

急速 な高齢化が進んでいる。また,3節 で見たように,ア イオ ワ州は後継者確保率が低い。

アイオ ワ州が家族経営 をベー スに しつつ経営継承問題に どの ような対応 を とるかは注 目す

る必要がある。第三に,こ のよ うな状況下で,家 族経営の継承問題 について ,い ち早 く対

策が とられていることである。詳細については後述す るが,ア イオワ州では1993年 に州法

によ りビギニ ングファーマーセ ンター を設立 ,経 営継承にむけた啓蒙活動な どを行 ってい

る。以上の3つ の理 由か ら,本 論 では米国アイオ ワ州を事例 として選定す る。

(2)の視点か らは,わ が国の家族経営にお ける第三者継承事例分析 と,農 業法人に対す る

アンケー ト調査分析 を行 う。家族経営にお ける第三者継承は事例が少ないため ,本 論 では

新潟県にお ける稲作の事例 と北海道における酪農の事例 を取 り上げる。

また,法 人経営についてはアンケー ト調査 を実施 した。家族経営 と法人経営では,継 承

問題の性質が異なるとも考 えられ るが,い かに巨大な組織 でも経営者 である人間の果たす

役割 は大変大 きい([工 藤他(1994)])。 農業生産組織でもリーダーの役割の大き さが同様 に

指摘 され てい る([青 柳(1993)])。 本論では,組 織の大小にかかわ らず,経 営者の果たす役

割は大 きく,経 営者 の交代 も組織 の如何 にかかわ らず重要だ と考え,家 族経営 と法人経営

を区別 しつつ も連続的 に捉 える26。

なお,本 論がめざすのは,農 業経営における継承メカニズムの普遍的要素を明 らかにす

ることであ り,比 較分析や異質性を明らかにするものではない。米国における農業経営継

承の実態か ら得 られ る継承メカニズム理論 について,わ が国の家族経営および法人経営に

おいて追試 を行い,精 練化 させてい くとい う手法 をとる。

1図I-1-1に ついては
,(1)商 業的 な大規模経営 とホ ビー型 ・ライ フスタイル型の小規模 経

営 が並存 してい る とい う先進国の農業構造 を平均値で同一視 してい る,(2)し たが って ,数 的には
多数 を占め るホ ビー型 ・ライ フスタイル型 に多い高齢者の存在 を過大評価 して しま うとい う欠 点

を持 っている。図I-1-1の 示す命題の本格的な検証は今 後の課題 としたい。
2[高 橋(1967)]は

,家 族経営の発展段階につい て,チ ャヤ ノブ的段階か ら家族 労作段 階 を経て,

資本主義的家族経営段 階へ といたるモデル を示 しているが ,オ ープ ンシステム論 は,日 本農業が

第3の 段階へ の移行 を試 み ると読み替 えるこ とも可能であ る。
3詳 細 につ いては[日 本型畜産経営継 承システム検討委員会(1999)]参 照

。
4坪 井 は組織経 営について述べてい るが

,[黒 河(1999)】 は家族経営について同様 の議論 を展 開 し

ている。
5農 業経営継 承 をめ ぐる政策の変遷 については

,[村 松(1996)]に 詳 しい。
6[磯 辺(1985)】 は

,後 継者 が新規部門 を立ち上げ る 「プラスアル ファ的移譲方 式」について,「 経

営移譲 には直接 関係 ない」 と論 じ,経 営継 承 とはみな していない。
7【金沢(1999)】 によれば

,「 経営 とは持続 であって断続 では ない」
8同 様 の議論 は[磯 辺(1985)]に も見 られ る

。
9そ の他 ,農 業者 自身 の経 営者論 として[二 宮(1991)]は 「経営者能力は,農 業経営のた めの能力

であ るとともに,一 人の農民 と しての人生経営能力 でもなければな らない」 と指摘 している。
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表I-4-4 米国各州の平均農場面積と65歳以上経営者割合の推移

(単 位:Acre,%)

(出 所:USDA,Census of Agriculture)
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10 [天間(1971)]は,「 成功農 民のパ ター ンはい くつ も存在す る」と結論付けてい る。 これは 「能
力 の多様性 」 とい うよ り 「個性 の多様性 」 と言 った方が理解 しやすい。
11 [労働省職業能力開発局(1997)]に よれば,一 般産業では,高 度な熟練技能者の育成には職場

のOJTが 一般的 だ と言われ ている。
12 [八木(1998)]で は,家 族経営 を組織 と して見 る視 点の重要性 を指摘 してい る。
13 平成14年 度からは中小企業の相続税軽減措置が実施される予定である。その内容は,5年
以上の事業継続 を条件に,事 業用資産の相続対象額のうち50%を 控除するとい うものである。
14 無形資産 に関す る研究 レビューは[篠 崎(2000)]に 詳 しい。
15  2000年 農 林業セ ンサ スで は,「次の代で農業経営を継 承す るこ とが確認 され ている者」を 「農

業後継者」として,そ の現状把握が試み られているが,発 行が本論の執筆に間に合わなかった。
16 データが1986年 以降になっているのは,こ の年か ら加算付経営移譲年金の給付が開始され

たた めで ある。

17 [中小企業庁(2001)]は,相 続税制が事業継続の障害になっていることを主要な問題点として

挙げ,農 地の特例制度 との違いについて,あ ま りにも扱いが不公平であるとして中小企業の相続

減税 を主張 している。これが前掲脚注の軽減措置の導入にっながった.
18 [Jonovic(1994)]は,経 営継承 に関 して経営外 にア ドバイザー を持つ ことの重要性 を盛んに説

い て い る。

19ア イオ ワ州 では
,経 営継 承について83%の 経営者が 「家族 と相談 してい る」 と してい る一

方 で,約52%が 「誰 とも相談 していない」 と回答 している。調査実施主体であ るアイオ ワ州 立

大学エ クステ ンシ ョンに問い合 わせたが,理 由は不明である。
20[山 田(1992)]も 藤谷 の整理 を援用 してマネ ジメ ン トゲームを作成 してい る

。 この整理 が実践

的であ ることの証左で あろ う。
21FFS理 論の詳細お よび分析 については

,[末 吉(1997)]お よび[堀 之内(1999)]参 照。
22農 業経 営学は農学の範疇に もあ り

,農 学 の研 究手法 に基づいて行 うべき とす る議論([祖 田

(2000)])も あ るが,本 論では これ を記す に とどめ,こ れ以上は立 ち入 らない。
23[大 原(1995)]は ,事 例研 究の意義 と して,「 問題発 見」の側 面を強調 しているが,こ の よ うに
「ケース スタデ ィを研究 の探索段階 と して捉 える」視 点につ いては

,[イ ン(1996)]が,「 ケー ス
ス タデ ィが探索道具 に過 ぎない とみな してい る」 とい う意味 で 「誤 った考え」だ としている。
24[八 木(1992)]は ,農 業雇 用の問題 について,同 様 の視点 を提示 している。
25[藤 田(1997)]は ,米 国において も経営継承が 困難にな りつつある と指摘 してい る。
26[奥 村(2000)]は

,法 人は法的には権利主体で あるが,最 後に責任 を とるの は人間で あると し

ている。 また,[井 上(1993)]は,一 人会社 は法人格否認 の法理が適用で きると してい る。 これ ら
は いずれ も企業 形態にかかわ らず,そ の 中心的役割 を担 う自然人が重要であ ることを法学 的見地

か ら指摘す る ものであ り,家 族経営 と法人経営 を連続 して捉 える視点 である。
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第II章:米 国アイオワ州における農業経営の無形資産継承

新基本法以後の我が国農政では,農 業経営の新たな継承システムの構築が謳われてい る。

その基本思想は,従 来の親子間継承に加 え新規参入者 な どの第三者への継承をも視野 に入

れ,農 業経営の継続性確保 を第三者への継承で担保する方向性である。本章では,米 国ア

イオ ワ州 を とりあげ,経 営継承のオープ ンシステムの実態分析 と継承メカニズムの構成要

素の析出を行 い,我 が国の農業経営の継承メカニズムを見る際のベンチマーク とす る。

1 アイオワ州における農業経営継承の実態

1-1 米国ア イオ ワ州の概 況

アイ オ ワ州 は米 国 中西部,イ リノイ州 の 西 隣,コ ー ンベ ル ト地 帯 に位 置 して い る。 面積

は144,716km2,人 口は約285万 人,そ の96.5%が 白人で あ る(い ずれ も1997年)。 人 口

最 大 の都 市 は州都Des Moines(デ モイ ン)で あ るが,デ モイ ンの月間 平均気 温 は,最 低 の

1月 がマ イナ ス3.6℃,最 高 が7月 の24.1℃,ま た降 水量 は841mmで あ り,寒 暖 の 差が 大

き く,乾 燥 した 気候 で あ る。 産 業構成 は第一 次産 業が州 内総 生産(Gross State Product)の

7.5%を 占め るが,こ れ は全米 の1.8%,農 業 生産額 が最 も大 きいカ リフ ォル ニ ア州 の2.3%

を大 き く上回 っ てい る。ま た,ア イ オ ワ州 で は第 二次 ・第 三次産 業 も農 業 関連 産業 が多 く,

農 業が州 の基 幹産 業 で あ る とい え る1。

アイ オ ワ州 農 業 の概 況 に つい て は,表II-1-1に 示 した。 農 場数 は約9万,平 均農 場

面積 は約137.2haで あ り,全 米 平均 よ りは小 さいが,農 産物販 売額 の 平均 は全米 を上回 る。

ま た,主 た る職 業 が農 業 で あ る経 営者 も6割 を超 え る。 主 な作 目は と うもろ こ し,大 豆,

養 豚 で あ り,1997年 には3作 目の生 産額 は全州 の中で1位 とな って い る。 ま た,州 の農 産

物 販 売額 の 総額 も全米3位 とな って い る。

1-2 ア イオ ワ州 にお け る家 族 農 業 経 営 の 位 置 付 け

アイ オ ワ州 で は,農 業 は家族経 営 に よっ て担 われ るべ きだ とす る価値 観2を ベー ス に州法

に よ り家 族 経営 以 外 の事 業体 に よる農 地 取得 を原則 と して禁 止 して い る。 これ は,ア イ オ

ワ州 法9H条 の規 定 に よ り,持 分 権保 有者 に有 限 責任 を もた らす 事業 体 に よる農 地所 有 を制

限("Restriction on Ownership of Agricultural Land by Business Entities which Provide

Limited Liability to Equity Holders")す るもので あ り,会 社 、有限 責任会 社 、 トラス トは、

直接 間接 に かか わ らず 、 アイ オ ワ州 の いか な る農 地 も取得 、保 持 、借 り入 れ て はな らない

が,家 族 農 業 会社 、認 定 され た農 業 会社 、家 族農 業 有 限責任 会社 、認 定 され た有 限 責任 会

社 、 家 族 トラ ス ト、認 定 され た トラ ス トな どは 除 く("A Corporation,limited liabilitｙ

company,or trust,other than a family farm corporation,authorized farm corporation,

family farm limited liability company,authorized limited liability company,family trust,

authorized trust,revocable trust,or testamentary trust shall not,either directly or

indirectly,acquire or otherwise obtain or lease any agricultural land in this state"),と

され てい る3。
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表II-1-1 米 国アイオワ州農業の概 況

(出 所: US Census of Agriculture, Statistical Abstract of the

United States各 年 度 版)
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「家族農業会社 」の定義 は,(1)農 業お よび農 地所有を 目的 として設立 され てい るこ と,

(2)株の過半数お よび株 主の過半数が親族によ り占められていること,(3)す べ ての株主が 自

然人,も しくは 自然人や家族 トラス トの利益のための者であるこ と,(4)最 近3年 間におけ

る会社の粗収益 の60%以 上が農業か らのものであること,と なってお り,こ れ ら4つ を満

た したものは家族農業会社 として農地の取得が認め られ る。 また,「認定 された農業会社」

の定義は,(1)家 族農業会社 でないこと,(2)農 業および農地所有 を目的 として設 立され てい

ること,(3)株 主は25名 を超えないこと,(4)株 主はすべて 自然人,も しくは自然人や非営利

会社の利益のための者であること,と なっている。

なお,同 条の 「効果」については,否 定的見解が多い。特に近年は契約生産(Production

Contract)の 普及が急速 に進んでいるが,こ れについて 「農業者 を所有できるのだか ら農

地(農 業経営)を 所有す る必要はない(Why Own the Farm If You Can Own the Farmer?)

4」 とも言われている。ただ し,契 約生産については農業者 自身の評価 も高 く,リ スクマネ

ジメン トの一環 として農業者が主体的に取 り組 んでいることもまた事実である5 。

1-3農 業経営継承 の実態

図II-1-1は,ア イオワ州 における販売額10万 ドル以上の農業経営者の年齢別構成の

推移 を見た ものである。販売額が10万 ドル を超 える比較的大規模 な経営においても農業経

営者の高齢化が急速に進んでいることがわか る。農業経営者の将来意 向については図II-

1-2に 示 した。 これ は,ア イオ ワ州立大学エクステ ンシ ョンが州内の農業経営者 に対 し

て行 った意向調査である。圧倒的多数が今後5年 間は現状を維持すると答えているが,21%

が リタイアす る意向を示 している。また,農 業経営者の リタイア時における農場 の動向予

想 は,図II-1-3に 示 した。親子間継承 を志 向す る者が35%,他 者への貸付 を志 向す る

者が31%,売 却が8%と なっている。 これ は,親 子間継承のみならず,他 者への貸付や売

却 といった第三者継承への意向が高いことを示 している。

図II-1-4は,ア イオ ワ州の平均農場評価額の推移 を見た ものである。1エ ーカーあ

た り地価が80年 代農業不況以前の水準に戻 りつつあ り,農 場の規模拡大に伴って農場 あた

り評価額は農業不況以前のそれ を上回 るほ ど大幅に上昇 していることがわかる。 これは,

農場 買取による農業参入が次第 に難 しくなってきていることを意味す る。アイオ ワ州では,

この対策 として,IADA(Iowa Agricultural Development Authority)を 設立,新 規就農者向

け の 融 資 制 度 で あ るBFLP(Beginning Farmer Loan Program)お よびLPP(Loan

Participation Program)を 実施 している。BFLPは,銀 行からの融資が決定 した,も しく

は離農者 との間で売買契約が成立 した新規就農者への債権を,連 邦債券 を発行す ることで

証券化す るものである。 これによ り,銀 行 ・離農者が新規就農者 から受 け取る利息が非課

税 となる。 また,LPPは,IADA独 自の融資制度である。 これ ら2つ のプ ログラムの概要

については表II-1-2,利 用者の推移 は図II-1-5,BFLPお よびLPPの 実績は表II

-1-3お よび表II-1-4に 示 した
。一定の利用実績があることが分かるが,LPPの 平

均融資額 は約38,000ド ルであ り,農 場の売買の原資にするには少額 であ ることがわかる。

このよ うに,ア イオ ワ州では新規就農者が新たに経営を開始で きるよ う,資 金的な手当

を行 ってい るが,新 規就農者が家族 ・親族ない し第三者 の農業経営を買い受けるに必要な

資金需要 を満たすには至 らず,必 然的 に経営継承が長期間になる傾向が生まれてい る。
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図II-1-2販 売 金 額10万 ドル以上 の 農場 経 営者 の 年 齢

構 成(ア イオワ州)(出 所USDA"Census of Agriculture")

図II-1-2ア イオワ州の農業経営者の今後5年 間の意 向
(出 所:" Iowa farm and rural life poll 1996 summary report"Iowa State Univ. Extension)

(配 布3,197回 収1,982)
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図II-1-3農 業経営者リタイア時の農業経営の動向予想
(出 所:図II-1-2に 同 じ)

図II-1-4ア イオ ワ州 に お ける農 場 評 価 額 の 推 移

(出 所:Iowa Agriculture Statistics 2000)
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表II-1-2 アイオワ州における新規就農者向け資金制度の概要

(出 所:IADA 資料)

図II-1-5 アイオ ワ州 にお けるBFLP利 用 者 数

の 推 移(出 所:IADA資 料)
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表1-1-3 アイオ ワ州 におけるBFLPの 実績

(1999年6月30日 現 在)

(出 所:IADA資 料)

表II-1-4 アイオ ワ 州 に お けるLPPの 実 績

(1999年6月30日 現 在)

(IADA資 料)
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アイオ ワ州における農業経営継承の実態 は,第I章3-3に おいて既 に見たところであ

るが,そ の要点は,(1)「 引退 しない」農業者の多さ,(2)継 承 について家族の誰 とも相談 し

ないな ど継承当事者間のコ ミュニケー ションの問題 を抱える経営者の多 さ,な どとなって

いる。

アイオ ワ州立大学 ビギニングファーマーセンターによるア ンケー ト調査か ら,経 営者の

リタイア意向について後継者の有無別にみたのが表II-1-5で ある。後継者 のい る場合

はセ ミリタイア志向が,後 継予定者がいない場合 は引退 しない志向が強 くな ることが分か

る。 しか しなが ら,リ タイア予定者(セ ミリタイア含む)の リタイア予定年齢 は後継者の

有無にかかわ らず一定であ り,後 継者の存在は リタイアの形 に影響 を与 えるが,リ タイア

年齢には影響 を与えないことが分かる。

表II-1-5 アイオワの農 業経 営者の リタイア意向(後 継者有無別)

(出所:ア イオワ州立大学エクステンション資料)

また,後 継者がいる経営者の平均年齢が58歳,リ タイア予定の平均が66.2歳 であ り,

リタイアまで平均8年 ほどを残 しているが,こ の間にどのよ うな権 限委譲 を行 うのか,さ

らに実態 を見 る必要がある。

以上の よ うに,ア イオ ワ州では(1)第三者継承への潜在的意向は低 くないが,(2)農 場評価

額 の高騰 とい う状況下で,継 承期間は長期化す る傾向にあ り,(3)そ の過程で どの よ うな無

形資産の継承 を行 うかが重要なポイン トとなるが,(4)リ タイア後も農業 にかかわって行 く

セ ミリタイア志 向が強いにもかかわ らず,継 承に関 して家族 の誰 とも相談 しない経営者が

多いな どコミュニケーシ ョンに問題 を抱 えてい る,と い う実態があることがわか る。

1-4 農業経営継 承に関す る議論

米国にお ける経営継承については,従 来親子間においても 「最適者継承」6が なされ,第

三者継承 も少な くないと言われてきた7。 一方,農 場数の減少 と平均面積規模 の拡大 とい う

構造 変化の中で,資 源の効率的な利用 とい う観点か らみた,有 形 ・無形 の資源 の集合体 と

しての農業経営の継続性の必要性 とその重要性8は 増大 している。

農業経営 の継 承問題に関す る米国の議論は,農 業経営規模の拡大に伴 う農場評価額の高

騰 もあ り,専 ら有形資産に集中 している。[Harl(1996)]で は,農 業経営の資産計画について,

税制面お よび企業形態の面か ら詳細に論 じてお り,経 営継承 も資産計画の一環 として取 り

上 げている。ただ し,そ の主要な論点は,(1)老 後(リ タイア)後 の生活保障,(2)子 供達に

対す る(平 等(equal)で はな く)公 平な(equitable)扱 い,(3)相 続税 その他資産整理に要す る
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要する費用の最小化,の3つ を均衡 させ るよ うな資産計画の策定にあ り,無 形資産につい

ては触れ られ ていない。無形資産継承に関する議論 は,農 業に限 らないファ ミリー ビジネ

スが抱える普遍的問題 として取 り上げ られ ている。 中でも,[Gersick他(1996)]は,フ ァミ

リー ビジネスを家族 ・所有 ・事業の3つ の軸か ら捉 え,家 族 の軸 が 「ヤングビジネスファ

ミリー」段階→ 「子弟参加」段階→ 「親子共同経営」段階→ 「世代交替」段 階へ と,所 有

の軸が 「単独オーナー」段階→ 「兄弟姉妹共同所有」段階→ 「いとこ集団所有」段階へ と,

そ して事業の軸 が 「創業」段階→ 「拡大/組 織化」段階→ 「安定成長」段階へ と,そ れ ぞ

れ発展す ると捉 え,経 営継 承問題 は,こ れ ら3つ の軸か ら捉 えなけれ ばな らない としてお

り,フ ァ ミリー ビジネスの継承問題 について無形資産を含 め考察 している9。また,[Dumas

他(1995)]で は,フ ァミリー ビジネスの1つ として農業経営を取 り上げ,後 継者が継承を決

断す る要因について分析 してい る。継承 ステー ジを 「インキュベーシ ョン段階」,「継承者

選択段階」,「共同経営段階」,「先代 リタイア段階」に区分 し,「インキュベーシ ョン段階」

と 「継承者選択段 階」にお ける意思決定 に影響を与 える要因について,表II-1-6の よ

うな整理 を行 っている。 これ らの研究はいずれ も経営継承においては有形資産 のみな らず

無形資産 が重要であることを指摘するものである。 しか しなが ら,農 業 に関 しては,商 業

的農 業経営を担 う人材 の供給は将来的にも十分可能であるとの認識([Tweeten他(1995)])が

一般 的であ り
,経 営継承の困難化が米国農業に とり深刻な問題 であるとの認識は広 く共有

され ているとは言い難 い。 次節で取 り上げるビギニングファーマーセンターは,農 業経営

継 承 につ い て 全米 レベル で問題 意 識 の 共有 を図 るべ く,National Farm Transition

Networkを 設立 してお り,こ れに18州 が参加 しているが,そ の多 くはNPOな どの非営利

団体 であ り,大 学のエ クステ ンシ ョンが参加 しているのは,ア イオ ワ州(ア イオワ州 立大

学)と ニュー ヨー ク州(コ ーネル大学)の2つ に過 ぎない。

以上,米 国 における農業経営継承に関す る議論は有形資産 に集 中 してお り,無 形資産に

関す る議論 はファミリー ビジネス一般 にて見 られ るものの,農 業に関 してはいまだ問題意

識が共有 されている とはいえない ことがわかる。

表II-1-6 後継者が農業経営継承を選択する要因

出所:[Dumas他(1995)]に よる
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2 農業経営継承支援シス テ ム ～ ビギ ニ ン グ フ ァー マー セ ン ター

米国農業 においても,そ の主体は家族経営であ り,農 場子弟の職業選択の 自由に基づ く

狭義の後継者問題 を抱えている。農業経営の継承問題解決 の方向性 としては2つ 考 えられ

る。1つ は家族経営を代替す る新たな農業経営主体を模 索す る方向,も う1つ は家族経営

の弱点 を補完 ・補強する方向10で ある。 アイオワでは,後 者 を明示的に選択 している。そ

の具体像が州法9H条(会 社及びパー トナーシップ農業)お よび266 .39E条(ビ ギニング

ファーマーセンター:以 下BFC)で あるが,こ こでは266.39E条 をとりあげる。

266.39E条 では,「新規就農者が直面す る問題やニーズに答 える機 関が必要」として,BFC

一の設立を謳 ってい る
。BFCの 目的は 「州内の家族農業経営数を増やすモデル を構築す る」

ことであ り,主 な事業 は,新 規就農者や現経営者へのセ ミナー(AgLink)と,経 営移譲を希

望す る経 営者(Estab1ished Farmer)と 継承希望者(Beginning Farmer)を マ ッチ ングす る

Farm・On(フ ァームオン)の2つ である11。 事務局はアイオワ州立大学エ クステンシ ョン

に置かれている。BFCに は州から年間約10万 ドルの予算が交付 されてお り,運 営に関わる

人件費や通信 費などはこの予算から支出 されている12。 ここでは農業経営継承のオープ ン

システムと して,フ ァームオンに注 日する13。

2-1 フ ァー ム オ ンの 概 要

2-1-1 プ ログ ラム の概 要14

プ ログラムの概要は図H-2-1の 通 りである。 まず移譲希望の経営者,継 承希望者共

に応募書類を提出 して登録す る。登録 は無料である。BFCで は作 目毎に継承希望者の リス

トを作成 し,移 譲希望の経営者 に送付す る。 リス トを受 けとった経営者 は,そ の中か ら任

意 に継承希望者 を選定 し,当 事者間で継承について交渉 を行 う。交渉が成立す ると身元保

証人の交換や移譲シ ミュレーシ ョンなどを行い,継 承計画を作成,実 施す る。

図II-2-1 ファームオンプログラムの概要

(聞き取 りによる)
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2-1-2 プログラムの実績と特徴

1999年8月 現在の同プ ログラムの実績は,移 譲希望者の登録130人,継 承希望者の登録

745人15で,90件 のマ ッチングが行われている。 このプ ログラムの特徴 として挙げ られる

のは,マ ッチングのイニシアチブが移譲希望の経営者にあること(BFCは 関与 しない),マ

ッチング後の動向をBFCは 把握 していないことである。BFCは 情報提供の役割 に徹 してい

るといえる。BFCが 仲介 ・斡旋機能 を持たない ことについて,BFCの 責任者は,「 ある農

場 について最 も情報 を有 しているのは経営者本人であ り,し たがって,そ の農場の後継者

としての適性 を最 も的確 に評価できるの も経営者本人であるため」と説明 している。なお ,

同種のマ ッチ ングプログラムはいくつかの州で も行われているが,そ の実績 はマ ッチング

が数件に とどまる程度であ り,ア イオワ州 はマ ッチ ングプ ログラムが最 も機能 していると

いえる。

2-2 ファームオ ンによる経営継承の実態

2-2-1 ファームオ ン応募者の特徴

ファー ムオン応募者の特徴 について,プ ログラムへの応募書類 を集計 し,分 析 を行 った。

継承希望者 については表II-2-1に 示 した。年齢 については29歳 以下が約半数 を占め

ること,資 産については 「ほとん どない」が56%,「 ある程度ある」が34%で10万 ドル以

上の資産 を持つ者 は10%に 過 ぎないこと,希 望作 目については複合経営に対す る志向が高

い上 に有機農業な どの非従来型 を希望す るなどバ ラエティに富んでいることな どは,我 が

国の新規就農 ガイ ドセンターな どに相談に訪れ る新規参入希望者 との類似 している といえ

る。 一方,我 が国の新規参入希望者 との相違点 として挙げ られ るのは,農 業経験 である。

ファームオンの場合,応 募者の7割 が農家出身者であ り,現 在の職業も農業関連産業に従

事す る者が32%,家 族の農場で農業に従事 している者が21%と 半数が何 らかの形で農業 に

表II-2-1 FarmOn応 募者の性格(継承希望者/Beginning Farmer)

出所:BFC資 料より作成

註:1999年9月27日 現 在 登 録 中 の84人 の デー タよ り、BFCコ ー ディネー ター のLoren Book氏 の 協 力 によ り作 成

表II-2-2 FarmOn応 募 者 の 性 格(移 譲 希 望 の 経 営 者/Established Farmer)

出所:BFC資 料 より作成

註:1999年10月20日 現 在 登 録 中 の39人 の デー タよ り、BFCコ ーデ ィネー ター のLorenBook氏 の 協 力 により作 成
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関わ りを持 ってい る。我が国の新規参入希望者の多数が,非 農家出身者 で農業経験がない

まま農業参入 を希望 しているの と対照的である。 また,継 承希望者の7割 が農家出身者 で

あ り,ま た21%が 現在家族の農場で働いていることは既にみたとお りであるが ,農 家出身

者が(場 合に よっては 自家農場に従事 してい るにもかかわ らず)自 家農業を継 承せず(で

きず)に ファームオ ンに応募す るとい う実態には注 目する必要があろ う。

移譲希望の経営者 については表II-2-2に 示 した。55歳 以上の経営者が半数以上を占

め,約6割 が5年 以内の移譲 を希望 していること,経 営希望者 に 「パー トナー」 としての

役割を求 める者が約3割 であることな どが挙げ られ る。

なお,こ れ らのデータは申請書記載内容 に基づいてお り,申 請者が少 しでも自分 をア ピ

ール しよ うとしたために必ず しも事実 を反映 していない可能性 もある
。例えば,継 承希望

者は実際よ り農業経験 を豊富に見せ よ うとす るかもしれない。 この点に留意が必要である。

2-2-2 ファームオ ンによる経営継承の実態

ファームオンによりマ ッチングを行った90件 の うち,ト レース可能な31件 に対 してア

ンケー トを配布(1999年11月),回 収 した15件 について分析 を行 った。

(1)継承の進行状況については,15件 の うち,継 承完了が2件(13.3%),継 承中が6件

(40.0%),継 承を始めていないが5件(33.3%),移 譲断念が2件(13.3%)と なっている。

(2)経営概況について,現 在移譲中 もしくは移譲完了 した8件 についてみたのが表H-2

-3で ある
。継承希望者 を受け入れて もその所得 を確保 できる規模 を持つ経営が多い(5件)。

作 目は耕 種 ・畜産の複合経営が多 く,企 業形態 もバラエティに富んでい る。労働力は家族

労働力が中心である。

(3)継承の概要についてみると,継 承計画については,書 面による計画がある場合 が多い

(5件)。 継承期 間は,応 募者では5年 以内の希望が多かったが,実 際には5年 以上の漸進

的な継承 も少 なくない(5年 以内3件,6～10年3件)。 また,企 業形態の多様性を反映 し,

継承方式 も多様 である。 なお,マ ッチングの相 手が適切か どうかを見極 めるために,試 用

期間を置 くケースが多い。

また,フ ァームオンによる経営継承の実態について,BFCの 担当者 にインタ ビューを行

った ところ以下のよ うな実態が指摘 された。

表II-2-3 Farm-Onプ ログラムにより経 営継承を行う農業経営 の概況
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経営移譲 を希望す る経営者は,子 供がいない,も しくは子供はいるが経営継承 しない こ

とが確 定 してい る一方で,農 業経営を次代 に継承すべきもの とい う使命感 を持 った者が多

い。 しか しなが ら,経 営状態は経営毎の差が大きく,経 営状態が良好 な経営 では 自らの経

営へのプライ ドや若者への投資 といった観点か ら経営継承 を希望するのに対 し,経 営状態

が良好 とはいえない よ うな経営者 は,新 規就農者の加入によ り資本 を充実 させ経営の建 て

直 しを図ろ うとす る。その割合はそれぞれ20%ほ どだとい う。

ファームオンに よるマ ッチ ングの課題 としては,経 営者側 と経営継承希望者 の間で意識

のギャ ップがあるとい う。具体的 には,経 営者には継承希望者 を経営のパー トナーや経営

継承の相 手方 とい うよ りむ しろ労働力 として扱 う者が少な くなく,一 方で経営継承希望者

には農業 に対する意識 が甘い者が少なくないとい う。その結果,継 承相手を確定 し継承計

画 を策定 した としても,そ の計画通 りには継承が進まず,雇 用 ・被雇用の関係か ら抜 け出

せない場合 も多い。

また,経 営継承希望者に比べ経営者側 の登録者数が少ないが,経 営者側 の リタイアは,

リタイア を考えてか ら1年 以内に実行に移す ことが多い。 このよ うな短期 の間には経営継

承の相手方を見つけるのは容易ではな く,多 くの経営者 は経営継承ではな く,農 地 を既存

の農業経営者 に貸 し出 し,機 械等は処分 して しまい,結 果 として 「ばら売 り(ば ら貸 し)」

になって しま うことが多い とい う。

したがって,フ ァームオンプ ログラムは,(1)経 営者 と経営継承希望者 との意識ギャ ップ

の問題,(2)第 三者継承に向けた経営者の意識改革の問題,を 課題 として抱 えてい るといえ

る。

2-3 ま とめ

ファームオ ンの実態 と,「 日本型畜産経営継承システム検討委員会報告(1999年8月)」

(以 下:「 報告」)を 比較 しつつ,我 が国における農業経営継 承システ ムへの示唆 を考察す

る。

2-3-1 継承希望者の農業経験の相違

ファームオンの経営継承希望者は農家出身者が多いが,我 が国では主に非農家出身者が

想定 され ているため,「 報告」では経営継承システムに研修制度 を組み込む とされている。

しか し,ア イオ ワ州でみたよ うに農家子弟 の就農が必ず しも自家経営継承を意味 しない可

能性,お よび農家出身者 でも農業経験が豊富だ とは限 らない点16を 考慮 し,社 会的に農業

経営者 を育成す る制度17を いかに構築するかが課題 となろ う。

2-3-2 マ ッチングの効率化

ファー ムオンは,(1)マ ッチングの決定を移譲希望の経営者に委ねる,(2)継 承の実行可能

性 をみ るため試用期間を設定する,と い う2つ の特徴があった。 これは,フ ァー ムオンが

マ ッチ ングを継承 当事者の 自立性 に任せていることが大きいが,我 が国の場合,(1)関 係機

関の積極的役割が期待 され る中で,移 譲希望の経営者 をどの ように位置付 けるか,(2)試 用

期 間導入の可否,が 課題 となるだろ う。試用期間導入については,継 承断念を どう取扱 う

か とい う論点に留意す る必要がある。

2-3-3 継承 プロセス

ファームオ ンでは,(1)当 事者間の合意に基づ く多様 な継承方式,(2)継 承期 間が長期 に及
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ぶ傾向,が 見られた。 「報告」で も,多 様な継承方式が検討 されている18が,継 承希望者の

農業経験が比較的豊富なファームオ ンにおいても継承が長期 に渡る傾 向がある中,日 本で

どのよ うな継承プ ロセスを構築すべきかが課題 となろ う。その場合,継 承の内容は有形資

産だけでな く,無 形資産の領域 も含まれ るが,「 報告」では継承の際に 「関係機 関が濃密 な

経営 ・技術指導を行 う」 とされている。 これに経営移譲者 自身による指導を どう位置付 け

るかが課題 となろ う。

2-3-4 経営継承 システムのあ り方

ファームオンはマ ッチングその ものにはタッチせず情報提供に専念 している。90年 代 に

入 ってか ら実施 されたBFCお よびファームオンは,80年 代農業不況 を経て従来の 「農業階

梯」が機能 しな くなった ことを受 け,農 業を志す者が経営者へ と至 る現代版農業階梯 の確

立をめざす試みであった と評価す ることができる。ただ しこれは,農 業階梯 としてのファ

ームオンは 「場」を設定す る19に とどま り
,継 承へのメニュー提示や仲介 ・斡旋機能は持

たないこ とを意味す る。一方,我 が国は関係機 関による手厚い支援を始 めとした経営継承

のメニュー化お よび積極的な仲介 ・斡旋機能を発揮 しよ うとしている。 これ を経営継承 の

「パ ッケージ化」 と呼ぶな らば,パ ッケー ジの中にファームオンではアプ リオ リに含まれ

ている経営者能力 としての熟練 とい う無形の経営資源の継承をいかに組み込むかが課題 と

なるだろ う。

3 事例分析

3-1 事例の選 定

ファームオンによ り経営継承を行 う農場 に対 し前節で行 ったアンケー ト調査によると,

(1)継承期 間を比較的長期(5年 以上)に 設定す るケース,(2)後 継予定者への継承 を断念す る

ケース,が 多い。

そ こで本論では,フ ァームオン登録 の実績があ り,調 査時点で第三者継承へ の取 り組み

を行 っている(ま たは行 っていた)農 場 を抽出 した。 そ して,経 営継承 メカニズムを多面

的に把握す るために,(1)継 承の進行度(継 承開始前/開 始後),お よび(2)継承の継続 性(継

承継続 中/断 念)の2つ の視点か らX,Y,Zの 三事例を選定 した(表II-3-1)。

表II-3-1 三事例の位置付け

注)継 承開始前かつ断念の事例は,継 承以前の段

階であるため取り上げない。

3-2 対象事例の概況

3-2-1 事例X(継 承開始,継 続 中)

先代X1と 後継予定者X2の 事例である。X1は,と うもろこし ・大豆 と肉牛肥育を行 って

いる。3名 の子供はいずれ も農業は継承す る意志がないため,他 の継承相手を探 していた。
一方のX2は 農家子弟 で就農 を希望 していたが

,自 家農場は兄の継承が確定 していた。X2
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は1997年 秋 から当農場 に従事,2年 目の1998年 秋か ら機械所有のシェアおよび自作地の

シェアクロップの拡大に よる10年 間の経営継承 を開始 している。

3-2-2 事例Y(継 承開始 、断念)

先代Y1と 後継予定者Y2の 事例である。Y1は とうもろこし ・大豆 と肉牛肥育を行 ってい

る。子供 は1人 いたが交通事故死 したため,以 後第三者継承 を模索 してきた。Y2は 農家子

弟だが,実 家の経営規模 が十分でなかったため,他 の農場を探 していた。Y2は1998年 秋

か ら当農場に従事,10年 をメ ドに継承 を目指 していたが,2000年5月 に断念 した。その後,

Y1は 農場の売却先を探 してお り,Y2は 別農場の買い取 りを 目指 してい る。

3-2-3 事例Z(継 承 開始前)

先代Z1と 後継予定者Z2の 事例である。Z1は とうもろこし ・大豆 ・養豚を行っている。3

人の子供はいずれ も農業 を継承す る意思がないため,継 承相手を探 していた。一方のZ2は,

農家子弟 であったが両親の離婚 により 「農場 を継承する気がなくなった」ため,大 学卒業

後様 々な養豚農場で働 いた。Z1の 農場にや ってきたのは所有権へのアクセスがあるためだ

とい う。Z2は1997年 秋に来場,Z1は2000年 末から経営継承の手続きに入 ることを考 えて

お り,そ の場合は10年 ほ どかけて株式 を譲渡す るとい う。

なお,三 事例の経営概況については表II-3-2に 示 している。

表II-3-2 対象事例の概況

(聞 き取りによる。2000年8月 現在)注:JV=ジ ョイントベンチャー

3-3熟 練の特性

熟練 の特性 については,表II-3-3の よ うに各経営機能 を整理 し,各 機能 を遂行す る

のに必要な熟練 の継承の容易度および特殊度 について,先 代経営者による判定 をまとめた。

それ をグループ ごとに集計20し 平均値を算出 したのが表II-3-4で ある。
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事例Xで は継承容易度 ・農場特殊度 ともに高い熟練が多 く,財 務 のみ継承容易度 ・特殊

度 ともに低 くなっている。事例Yで は,事 例Xと 同様 に継承容易度が高い ものが多いが,

全般的に農場特殊度が低 いのが特徴的である。 また,事 例Zで は継承容易度,特 殊度 とも

に高いものが多いが,技 術的機能の特殊度は低 くなっている。

以上の結果は,先 代経営者 の主観的判断 に頼 っているとい う面はあるが,経 営者 ごとに

熟練 の特性が大きく異なる(経 営者の個性の多様性),も しくは経営者 ごとに熟練の把握が

大 きく異な ることを示 している。 また,こ の差異が継承メカニズムにも少 なか らぬ影響 を

与えると予想 され るが,こ の点については後述す る。

表II-3-3 本章での経営者機能の整理

注)[Errington(1998)]を 参 照 した 。

表II-3-4 対象事例における熟練の特性

注)継 承容易度は,「 継承容易」を1点,「 継承困難」を-1点 と

した。また,熟 練の特殊度は 「特殊度が高い」1点,「 特殊度が高

くない」-1点 と して,各 グループの平均点を算出した。

(聞き取りによる)
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3-4 経営者 としての 「個性」

3-4-1 得意分野

三事例の継承 当事者6名 の得意分野についての聞き取 り結果 をま とめたのが表II-3-

5で ある。各 々の相対的な得意度 を 「得意」1点,「 普通」0点,「 不得意」-1点 として

得点化 し,経 営機 能グループ ごとの平均点 を算出 した。

事例Xで は,X1が 財務 を除き全般的に得意分野が多いのに対 し,X2は 耕種に得意分野が

多い。 この点 に関 し,X2は 就農前に肥料会社に勤務 していたため,耕 種に関す る知識が豊

富であると述べている。事例Yで は,Y1は 全般的に得意分野が多いのに対 し,Y2は 耕種を

得意,畜 産 を不得意 と分類 している。Y2は 実家での農業経験か ら,耕 種には 自信を持って

いる とい う。事例Zで は,Z1が 畜産の技術面お よびマーケテ ィングを不得意 としているの

に対 し,Z2は 耕種 のマーケティングを不得意 としているが,畜 産お よび財務 に関 しては概

ね得意だ としている。Z2は 様 々な養豚農場に従事 したこと,大 学で会計学を学んだ ことが

大きい とい う。

後継予定者 に注 目した場合,耕 種 と畜産の部門間で得意 ・不得意が分かれていること(耕

種 を得意 とす るX2・Y2,畜 産 を得意 とするZ2),財 務についてX2・Z2が 大学等の教育機 関

を修 了す ることによ り得意 としていることな どが特徴 として挙げられ る。

表II-3-5 対象事例における得意分野

(聞き取りによる)

3-4-2 権限委譲 との関連性

経営機能遂行の後継予定者への代替過程は,遂 行 に関わ る権限委譲の状況によ り表す こ

とができる。本論では,調 査時(事 例Yは 断念時)の 各経営機能遂行のイニシアチブの帰

属21を 聞き取 り,そ れ と後継予定者の得意分野 との相 関関係 を計測,経 営機能遂行の代替

過程 と後継 予定者の得意分野 との整合性 を眺めた。

図II-3-1は,事 例Xに おける後継予定者X2の 得意分野 と権限委譲 の進行状況を各経

営機能 グループ毎にプ ロッ トし,一 次近似式をあてはめたものである。事例Xに おいては,

X2の 得意分野に応 じた権限委譲 が進行 していることがわか る22。

図II-3-2は,事 例Yに ついて同様 にみた ものであるが,事 例Xと は対照的にY2の 得

意分野 とは逆の権限委譲 となっている。事例Yが 継承断念 となった要因 として,こ の よう

な得意分野 と権限委譲 の ミスマ ッチが考 えられる。

図II-3-3は,事 例Zに ついて同様 にみたものであるが,経 営継承開始前 とい うこ と

もあ り,権 限委譲は一部の分野に とどまっている。
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図II-3-1 事例Xに おける後継者X2の 得意分野と権限委譲

状況 (聞き取りによる)

図II-3-2 事例Yに おける後継者Y2の 得意分野と権限委譲

状況 (聞き取りによる)

図II-3-3 事例Zに おける後継者Z2の 得意分野と権限委譲状況

(聞き取りによる)
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以上の結果は,継 承階梯 よりも後継予定者の得意分野に応 じた権 限委譲 を行 うことが円

滑な継承に貢献す る可能性 を示 している。

3-5 ま とめ

3-5-1 後継予定者の得意分野に応 じた権限委譲

後継予定者の得意分野に応 じた権限委譲は継承 円滑化に有効であることを見た。 ただ し,

ここで留意すべきは,「 得意分野」はあくまで後継予定者本人の主観的判断であ り,先 代 の

判断は必ず しも同 じではない ことである。事例Yに おいて,Y1は,Y2は 耕種が不得意であ

り,そ れが耕種に関す る権 限委譲が進まなかった理由だとしている。一方でY2はY1の 低評

価 は不服だ と語 ってお り,客 観的判断は下 しがたい。後継予定者の得意分野に関 し,先 代

と後継予定者間で評価 に差異がある場合,そ れが後継予定者 の考える 「得意分野」 と実際

の権限委譲の間に齪齬 を生 じさせ,継 承を阻害す る可能性がここでは指摘できる。

3-5-2 不得意分野の熟練修得可能性

後継 予定者の得意分野を優先的 に権限委譲す るとして,次 に課題 となるのは後継予定者

の不得意分野の レベルア ップをいかに図 るかである。前掲表II-3-5に おいて,負 の値

をとるものを後継予定者の不得意分野 とす ると,X2は4分 野,Y2は3分 野,Z2は1分 野を

不得意 としている。表II-3-4で それ らの熟練の特性をみ ると,事 例Xで は,4つ とも

継承容易かつ特殊度の高い熟練であ り,先 代か ら後継予定者への継承が期待で きるが,事

例Yで は3つ の うち2つ は特殊度 の低い熟練であ り,Ylか ら継承 を受 ける必然性 に乏 しい。

なぜな らば,特 殊性の低 い熟練は,修 得機会がY1の 他 にも存在するか らである。そこで次

節では,後 継予定者 の不得意分野の レベルア ップに向けた先代の貢献余地 に応 じた継承プ

ロセスのあ り方 について検討する。

4 継 承密度 によるマネジメ ン ト

これまで,継 承 メカニズムの構成要素 として,熟 練 の特性,経 営者 としての個性(得 意

分野)に ついて見てきた。事例では10年 とい う比較的長期の継承プロセスを構想 している

が,こ れ は短期 での継承が難 しい無形資産の性格 といった要素に加え,(1)後 継予定者が有

形資産 を取得す るのに十分な財産を保有 してお らず,融 資制度 の活用 にも限界があること

23 ,(2)先 代の リタイア観,な どによると考 えられ る。 したがって,継 承場面では継承期間

が与件 とな り,そ の期間内で円滑な継承 を行 うことが 目標 となる24。 ここで浮かび上がっ

て くるのが 「継承密度」である。 これは,後 継予定者の不得意度,熟 練 の特性,そ れ に継

承期間か ら導き出され る。

[継承密度]=

[後継予定者の不得意度]・[熟練 の特性]

[継承期間]

後継予定者に不得意分野が多く,そ の分野に関わ る熟練 の特殊度が高い もしくは継承困

難度が低い場合 には,継 承過程は不得意分野に関わる熟練 の継承 に当て られ る。 しか し,
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後継予定者 に不得意分野が少ない場合や,不 得意分野に関わる熟練の特殊度が低いも しく

は継承困難度が高い場合 は,そ の継承過程 は後継予定者に とって継承密度が 「薄い」 もの

とな る。 なぜ な らば,後 継予定者か らすれ ば,あ る分野について責任 を負 うに十分な熟練

がある,責 任 を負 うのに特殊な熟練 を必要 としない,あ るいは責任 を負って経験 を積 まな

い と熟練 が修得できないに も関わ らず,そ の分野の権限委譲が進まないか らである。

事例Xは,後 継予定者 の不得意分野が多 く,そ の熟練は特殊度が高く継承困難度 は低い。

よって期 間内に継承 を完了するためには,あ る程度高い継承密度が必要 となる。一方,事

例Yは 後継予定者 の不得意分野 も少 なくな く,そ の熟練の継承困難度 も低かったが,特 殊

度が低 かった。事例Zは 後継予定者 の不得意分野が少 ない。以上か ら,継 承密度 がある程

度高 くな る事例Xに 対 し,継 承密度が低い(と 予想 され る)Y・Zと 位置付 けられ る。

継承密度管理方策 としては,第1に 継承計画の策定があげ られ る。継承密度 が高い場合

は効率的な継承 を行 うために必要である し,低 い場合 もプロセスが明確化 され ることで継

承 の進行状況が確認で きるか らである。事例 において も,X・Yと もに継承計画を策定 し

てい る(参 考 までに事例Xの 計画を表II-4-1に 示 した)。 両事例 とも書面もしくは口頭

による継承計画を策定 し,継 承プ ロセス明確化を図っていた。 しか し,実 際にはXが 継承

進行中なの に対 し,Yは 継承断念 と対照的 な結果 になっている。継承密度管理方策 として

継承計画の策定は必要条件ではあるものの,十 分条件ではない といえるだろ う。

表II-4-1 事例Xに おける継承計画の概要

(1)アイオワ州平均の75%の 料金でX2に 貸与

5 個 性 の 関 係 性 分 析

5-1 継承過程 にお ける 「個性」の意義

継承計画の策定は 「Plan→Do→Check→Action」 のマネ ジメン トサイ クル の一部 を構成

す るに過 ぎない。ア クシデン ト発生な ど計画の想定外の事態 となった場合 は,当 事者 に大

きな精神 的負荷がかかると予想 され る。本論 では,こ のよ うな状況 下での当事者の対応は

その個性 に大きく依存す ると仮定 し,FFS理 論 を援用す ることで継承過程における人 とし

ての 「個性」の意義 を考察す る。 このよ うに仮定す るのは,事 例Yに おいて,耕 種 をめぐ

るY1とY2の 見解の相違が顕在化 しつつ あった ところに,農 繁期 にY1が 入院す るとい うア

クシデン トがあ り,こ れへの対応をめぐ り両者 に深刻 な対立が発生,継 承断念につながっ

た とい う経緯があった ことによる。
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5-2 FFS分 析

FFS理 論 においては,各 因子得点の絶対値ではな く最高得点因子を中心 とした各因子の

得点バ ランスによ り個性 の評価 を行 う。そこで本論 では,対 象事例6人 のFFS得 点結果に

ついて,最 高得点を10点 として各因子を指標化 した(表II―5―1) 。そ して,ア クシデ

ン ト対応 に与 える影響が少ない と思われ る 「弁別性」を除いた4因 子得点を総合的に判定

す るために主成分分析 を用いた。

分析結果は表II―5―2に 示 した。主成分の固有値,寄 与率,因 子負荷量か ら判断す る

と,第1主 成分 は 「受容性」 「保全性」 との関連が深い。 「受容性」は状況を受け入れ よう

とす る性質 を表 し,「保全性」は周囲 と協調 し状況 を維持 しようとする性質 を表す。いずれ

も安定を志向す る因子であることから,こ れを 「安定」軸 と解釈することができる。また,

第2主 成分は 「拡散性 」「保全性」 との関連が深 い。 「凝縮性」「受容性」が社会性 を表す指

標 とされ るのに対 し,「拡散性」 「保 全性」は感情を表す指標 とされていることか ら,こ れ

を 「感情」軸 と解釈 した。

対象事例6人 の主成分得点 をみ ると,「安定」軸は,双 方 とも高得点の事例X,得 点差が

大 きい事例Y,双 方 ともマイナス得点の事例Z,と い う結果 となった。 「安定」志向が強い

ほど,ア クシデン ト発生時にも両者 の関係 を維持する傾 向が予想 され るが,こ れ らの結果

は両者の関係維持に関す る双方の 「安定」志向の落差が大 きい とアクシデン ト対応時にコ

ンフ リク トが深刻化す ることを示 している25。 なお,「感情」軸については ,各 事例 ともプ

ラス得点 とマイナス得点の組み合わせになってお り,事 例に よる差異は特 に認 め られ なか

った。

6 小括

以上みて きたよ うに,本 章では,経 営継承のオープンシステムについては(1)農業経営者

の育成 システムの問題(前 経営者の役割),(2)継 承断念 も含むオープンシステムのあ り方(仲

介 ・斡旋機能 のあ り方)を 指摘 し,無 形資産の継承プロセ スについては,先 代経営者 ・後

継 予定者 の関係性に着 目しつつ,(1)後 継予定者の得意分野 に応 じた権限委譲の有効性,(2)

後継予定者 の不得意分野やその熟練の特性,継 承期間か ら規定 され る継承密度 の重要性,

(3)継承過程における 「個性」の意義,を 導いた。

これ らか ら得 られ る含意 としては,第 一に我が国にお ける経営継承へ の応用が挙 げ られ

る。我が国は新規就農者 向けの各種制度が充実 してお り,短 期継承 も可能である。いいか

えれば継 承期間に柔軟性を持 ってお り,「継承システム」がめざす人材供給面の柔軟性が加

われ ば,「 多様な継承方式」の実現可能性 は高まる。第二に挙げられるのは,継 承計画 と個

性管理 による継承支援への応用の可能性 である。経営継承 は,経 営の継続 性を左右する重

大な過程である と同時 に当事者の主体性 が強 く発揮 される行為で もあるため,こ れを支援

する意義 は大 きい。
一方
,課 題 としては,第 一に,熟 練の特性や得意分野などの評価手法が挙げ られる。本

論 ではこれ らの評価 を当事者 の主観的な判断に依存 したが,本 来は客観的把握 が必要 であ

る。第二に,経 営者の人 としての 「個性」のあ り方は多様 であ り,継 承 をめ ぐる条件 によ

り求め られ る 「個性」の関係性 も異なる。その点,本 論ではFFS分 析の有効性を確認 した
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表II-5-1 対象事 例 におけるFFS得 点

表II-5-2 FFS得 点の 主成分 分析

注)分 散共分散行列による。
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が,今 後 は多様な継承のあ り方に応 じた 「個性 」の関係性 を分析す る必要がある。 この課

題 については第III章で取 り上げる。第三に挙げ られ るのは,生 産 のみな らず加工 ・販売へ

と六次産業化 を図る農 業経営の展開に対応 した継承メカニズムの把握 である。本論では,

「継承階梯」に代わ る継承プ ロセスのあ り方を考察 したが,生 産 を中心 とした農業経営に

おける経営者のライフサイ クルが前提 となっている。経営者のライフサイ クルのみな らず,

ビジネスサイクルを も射程 に入れ た継承 メカニズムの把握については第IV章 の課題 となる。

補 論1 事 例Zに お け る継 承 効 果 の測 定

経営継承の効果 については,ラ イフサイクル上の後期に入 り,生 産力の低 下が始 まった

経営者か ら次代へ と交代す ることによ り,生 産力の維持 ・向上が図 られ るとされ る26。 生

産力は生産性 で測 ることができると考 えられ るが,耕 種では年毎の生産性 の変動が大 きい

ため,実 際の測定は難 しい。そこで本論では主に養豚 を行 っている事例Zを 取 り上げ,経

営継承効果の分析 を行 う。

図II-補-1は,事 例Zに おける母豚 あた り年間出産頭数の推移をみたものである。Z2

が従事す るまで低下 していた値は,Z2の 来場 により,大 幅に改善されている。 これはZ1に

よれば 「Z2の能力 のみによるもの」であ り,他 の要因は考 えられない とい う。 このような

技術指標の大幅 な改善は,Z1,Z2双 方の持つ経営資源の有効利用 とい う観点か らも,継 承

効果 として評価す ることができる。

補 論2 事 例Xの 補 足 調 査

事例Xで は,第 三者継承 を行 うにあた り,後 継予定者への提案書 を作成 し,後 継予定者

に望む内容 を文書化 している。 また,表II―4―1に あるとお り,X2の 就農 か ら3年 後 に

は改 めて継承計画を策定す ることになっているが,2001年 に3年 が経過 したため,売 買契

約書 を締結 している。

表H-補-1は,1997年5月 に作成 された提案書の概要を示 した ものであるが,そ の特

徴 は,(1)農 業経営に関する知識 だけではな く,価 値観 の共有など,精 神的な面も重視 して

いること,(2)ビ ジネス として,曖 昧な部分を排除 し,後 継予定者 の責務 を明確化 してい る

こ と,(3)ビ ジネス ミーティングを設 定 し,継 承当事者 のみな らず,そ の家族 も含めたコミ

ュニケー ションの充実を図 っていること,と いった点が挙げられ る。

また,売 買契約書は,農 場資産の処理 について,継 承 当事者 が死去 した場合や,後 継予

定者が死去以外 の理由で営農を取 りやめる場合の取 り扱 いについて明記 している。 これは,

事例Xが,有 形資産の処理 を明確化することで,継 承の完了に向け動 き出 したことを示す

ものである といえる。

1 第一次産業には ,農 業サー ビス(Agricultural Service)も 含 む。

2 [田中(1987)1は ,「米 国には独 立 自営農民 こそ アメ リカ ン ・デモクラシー を支 える社会的基盤

であ るとい う伝 統的イデ オ ロギーが存在す る」としてい る。また,ア イオ ワ州立大学エ クステ ン
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図II-補-1 事例Zに おける母豚あた り年 間出

移(出 所:事 例Z資 料)
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表II-補-1 事 例Xに おける後継者への 「提案書」

1. 目標 とパー トナ-へ の期待

○パー トナー を呼ぶ 目標 は以下の とお りである。す なわ ち,

a 若 者が農業 を始め るのを助 け ること

b 以下の よ うな人間を得 る こと,す なわち

1. 短期的には労働 力を提供 して くれ る人

2. 労働 力 ・意思決定 ・マネ ジメン トを徐々に引き継 いで くれ る人

3. 10年 以内 にすべての労働 力 と農 場の 日々のマネ ジメン トを行 って くれ る

人

4. 我 々が死去 も しくは無能 力 とな った時 に我 々の子供 のために農場 を経営

して くれ る人

○我 々は以 下のよ うな人物 を選ぶ

a 我 々 と同様の価値観 を共有 できる こと。 すなわち,神 の愛を他 人 と共有す る,勤

勉 の倫理,日 曜の労働 ・アル コールお よび タバ コの節制,教 会にお ける積極的 な

活動,そ の他 コ ミュニテ ィにおけ る活動を実践 できるこ と。

b 農業経 営に関す る実務的 なスキル,農 地保 全への コ ミッ トメ ン トを持 ち,将 来 に

わた り、妥 当な方法(conservative manner)で マネ ジメン トす ることを約束で き

るこ と

c 機械 ・家 畜 ・農薬 の安全性 に留意 し,機 械の扱 いがぞんざい でない こ と。

2. 責 務
パ ー トナーの責務 は,耕 種お よび家畜の労働 とマネ ジメン ト全般を行 うことであ る。 それ は

以下を含 むがそれに限 られ るわけではない。

a 農 薬散布,定 植,肥 培管理,見 回 り,コ ンバイ ンに よる収穫,ト ラ ックに よる運送,

乾燥調整,貯 蔵庫か らの積み 出 し,マ ーケ ッ トへの輸送,機 械の メンテナ ンスお よ

び修理 な どの耕種の アシスタン ト

b 昼夜 の家畜のチ ェック,子 牛の タグ付 け と去勢,飼 料給仕,糞 尿 の運搬,草 地 のチェ

ック,フ ェンスの設置 ・補修な どの家畜生産 のアシスタン ト

c サイ レー ジ作業 のアシスタン ト

d 建物 とフ ィー ドロッ トの全般的 な修理 ・メンテナ ンスのアシスタン ト

e 樹 木の除去,水 路の整備,配 水管 の設置 ・修理 などの改良作業のアシスタン ト

f 経営戦略や年次 の経営計画 ・販売計画の策 定へ の参画

3. パー トナ-の 経営参画への総合 プラン

最 初の2年 ない し5年 間でX1か らの指導 によ り,責 務の多 くは実施 され る。 さらに多 くの責

任 がパー トナー に徐 々に与 え られ る。総合的な 目標は以下の とお りであ る(た だ し毎年再評価 さ

れ る)。

1年 目 25,000ド ル の賃金 と家賃4,000ド ル相 当の家屋,1,500ド ル の健康保険,18

日間 の有給休暇,ピ ックア ップ トラック(個 人的に利用 す る場合はマイル あ

た り10¢ を年 毎にま とめて支払 う:以 下同 じ)

2年 目 21,000ド ルの賃金 と家賃4,000ド ル相 当の家屋,1,500ド ルの健康保険,12

日間の休暇、 ピックア ップ トラ ック

150エ ー カー のシェアクロ ップ。作業 に必要な機械 は 「Iowa Custom Farm

Guide」 の平均 の75%の 賃料 で貸 し出 し(燃 料費込み)。 シェアク ロップの

農地 におけ る作業は農場全体 のスケジュールに組 み込む。

3年 目 15,000ド ルの賃金 と家賃4,000ド ル相 当の家屋,1,500ド ルの健康保 険,16

日間の休暇,ピ ックア ップ トラ ック

300エ ーカーのシ ェアク ロップ と牛 の20%を50:50ベ ー スで収益分配。

4年 目以降 状況に応 じて条件設定。ただ し目標 は10年 以内に作物お よび家 畜の農場

経 営 をシェア レンタルベー スで独立 して行 うこと。 これ には機械 と牛 の売 買

も含 まれ る。

4. 追加の農地

トー タル システ ムの中で無理がない と当事者全員 が判断すれ ば,パ ー トナーが今 の規模 に追加

―58―



の農地 を購入 ・借 り入れ る ことを奨励す る。追加 され た農地へ の機械 の使用 は上記 と同 じ条件で

認 め る。

5. 時間

a 年間 を通 じた通常の 目標 は朝7時 か ら夜6時 まで(1時 間昼食休憩)。 月曜 か ら土曜 まで。農

閑期 の土曜 午後は フレキシブル にす る。

b 定植 期 ・収穫期お よび 草地 作業期 は,時 間 はフ レキシブル とす る。 定植 期 ・収穫期は開始時

間 は早 く,終 了時 間は遅 い もの とす る。大豆の収穫 は深夜 まで,草 地作業は 日没まで とす る。

c 日曜 日は家 畜に関す る雑務のみ とす る。通常は各々が少 しずつ雑務 を担 当す るが,誰 かが丸
一 日空 け られ るよ うに

,雑 務 をシェアす ることもできる。

d 時間給では な く棒給のため,超 勤手 当は支払わない。

6. 休暇

a 最初 の2年 間は年 あた り12日 間の有給休暇 とす る。

b そ の他 の休 日は,7月4日 ・感謝祭 ・ク リスマス ・新年 とす る。

7. 支払い

年棒 は12回 に均等 に分 けて支払 うもの とす る。 支払 いは毎月20日 に小切手にて行 う。

8. 家屋

a 年棒の一部 として,い くつかの家電 と車2台 分のガ レー ジつ きの家 を与 える。

b 電気 ・電話 ・暖房用燃料 ・芝刈 りはパー トナーの責任 とす る。

c 家屋 内では犬 ・猫 を飼わない。

d X1へ の相 談な しにペ ンキ塗 り ・壁紙貼 りその他 の家屋内の変更を行 わない。

9. その他の事項
パー トナー は、食事お よび衣類 は 自ら支給す る。これ は,定 植 期お よび収穫期 には朝の時点で

昼食 を持参す るこ とを意 味す る。

10. フォー マル な ビジネス ミーテ ィング

月毎の計画や 評価 のための月例の ビジネ ス ミーテ ィングを,X1お よびパー トナー によ り開催

する。

ビジネ ス上 の取 り決 め ・過去の活動の評価 ・今後 の計画のた めの公 式の会議 を,毎 年1月 と8

月に行 う。 この会議 には,X1夫 妻 とその他会社の取締役,そ れにパー トナー とその配偶者 を招

侍す る。

11. 終 了

最初 の1年 間は試用期間 とす る。1年 目終了時に評価 を厳格 に行 う。どち らか一方が状況に満

足していない場 合,関 係 を終了す るのに よい タイ ミン グである。片方 もしくは両方が他 の タイ ミ

ングで取 り決 めを終 了す る必要を生 じた ときは,以 下の手続きを とる。

最初 の1年 間は,終 了の30日 前までに通知 を行 う。

2年 目以 降は,終 了の60日 前までに通知 を行 う。
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シ ョンのJohnR Baker弁 護士 による と,こ の よ うな法律 を制定 した意図は 「Small Independent

Farmと い う伝統 を維持 す るため」であ り,家 族経営支援 を明確 に打 ち出 してい る。
3 同条の趣 旨は,家 族経営以外の事業体に よる農 業参入 を排除す るものであ るため,農 外転用

を 目的 と した農地取得 は例外的 に認 め られ る。
4 [Hamilton ,Neil.D(1994)]に よる
5 契約生産 については農 業者 が法的に不利 である との指摘 もあ り

,ア イオワ州法務局

(Department of Justice)の 担 当者は農業者の権利 を守 る法律 の制定が必要であ ると述 べてい

る。 ただ し,こ の問題 は本論の課題 の範 囲を超 えているた め,こ れ 以上は立ち入 らない。

6 [嘉田(1980)]に よる。

7 [嘉田(1981)]に よる。
8 [稲本(1987)]に よる。

9 第I章 で も触れ た よ うに ,本 論 は[Gersick他(1997)]の 問題提起 を受 け,こ れ を経 営者機能論

か ら検証す るものである。

10 日本の場合 ,前 者の例 として 「多様な担い手」論,後 者 の例 として 「家族経 営協定推進 」な

どがあ る。

11 BFCの 事 業 と しては
,フ ァームオ ン ・ア グ リンクの2つ のほかに,個 別経営分析(2000年

には25農 場 を分析),イ ンターネ ッ トへの情 報発信(新 規就農 に関わ る出版物や フ ァー ムオン

の申請用紙 を掲載),調 査活動(農 業経営継 承調査 ・国内外 の研究機 関との研究協力),州 内外で

の啓蒙活動(NFTNの 活動やUSDAへ の資料提供)な どがある。

12 1998年7月 か ら1999年6月 までの実績 は,労 務費約66,000ド ル,通 信費約14,000ド ル,

消耗 品費約12,000ド ル,出 張費約10,000ド ル,合 計107403.70ド ル となっている。
13 アイ オ ワ州 には

,フ ァームマネ ジメン トカ ンパニー と呼ばれ る民間の農場 資産管理会社 が存

在す る。フ ァームマネ ジメン トカンパニー は,不 在地 主を主 たるクライア ン トとして,地 主のエ
ー ジェン トとして借 り手側 である農 業経営者 と交渉 を行 い

,地 主の利益 を確保す るこ とを主たる

業務 と して いる。ファームマネ ジメン トカ ンパニーの活動は,離 農 な どによ り農地市場 に上が っ

て くる農 場 を,新 規就農者ではな く既 存の経 営者 に渡す もので あ り,BFCの 取 り組み とは対照

的であ る。本論 では,フ ァー ムマネ ジメン トカ ンパニーの存在を記すに とどめ,こ れが農業経営

継承 問題 に及 ぼす影 響については今後の課題 とす る。

14 同プ ログラムに関す る先行調 査 として
,[酒 井他(1998)]が ある。

15 登録者数 ・マ ッチ ングは延 べ人数 ・件数
。登録 は1年 間有効で再応募 しなけれ ば自動的 に抹

消 され る。

16 ファー ムオンの応募者(経 営継承希望者)は 農家 出身者 が多い一方で 「農業 に対す る考 えが

甘い」者が多 いこ とが指摘 され ている。

17 ここで は[淡 路(1996)]の 「農 業経 営者 を育成す る社会的 システム」をイメー ジ してい る
。

18 賃貸後譲渡方式 ,長 期貸付方式,法 人化方式,経 営委託方式の4方 式があ る。
19 ここで のBFCの 役割 は

,「 市場機 能 をよ りよ く発揮 させ るための さま ざまな仕組 み を構築

す る こと」([青 木他(1999)])に ある と考 え られ る。

20 Errington[8]は ,「 技術」→ 「戦略」→ 「雇用」→ 「財務」 とい う継 承階梯 を示 してい るが,

本論の三事例 の うち二つが継承 当事者以外 の雇用労働力がいないため,「 雇用」 を省略,残 る三

領域 を とりあげた。

21 権限委譲 状況について は,先 代経営者が専 ら担 当 してい るものを1点,後 継 予定者 とシ ェア

してい る場合 は,イ ニ シアチ ブが先代 にある とき2点,両 者 が同等の とき3点,後 継予 定者 にイ

ニ シアチブが ある とき4点,専 ら後継予定者が担 当 している ものを5点 とした。
22 この点 につ いてX1は ,X2が 肥料会社 に勤めていたこ とか ら,農 薬 ・肥料 のみな らず,品
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種選択 についての知識が豊富 であ り,耕 種の生産計画策 定の際 には,X2か ら計画の提出を受け ,
よほ どの問題 がない限 りは これ をそのまま採用す ると述べている。
23新 規就農者 に対す る融資制度 につ いては

,本 章第1節 において既に見た ところであるが,連

邦のFarm Service Agencyの 他,州 独 自の もの と してIowa Agricultura1 Development

Authorityに よるLoan Participation Program(LPP)が あ る。 しか し 「最後の貸 し手」 と言 われ

るLPPの 実績 を見 ると,融 資 申込に対す る融資実施 率は60.7%,1件 あた り平均融資額は37 ,800

ドル(1999年 現在)で あ り,短 期 間で所有権譲渡 を受 けるのは困難 である。

24本 論 では ,有 形資産継承 のあ り方 が,継 承期間の長 短を通 じ,間 接 的に無形 資産継 承のあ り

方 を規定す る と考察 してい る。これ とは別 に,有 形資産継承のあ り方が無形 資産継承 に直接 的に

影響 を及 ぼす可能性 も考え られ るが,こ れ については今後の課題 とした い。

25こ の点 に関 し,Y1は 「本 当に手伝 って欲 しい時 にY2は 協力 して くれ なか った」,Y2は 「自

分に も自分の生活が ある」 とコメン トしてお り,両 者 の意識差 を確認で きる。 なお,Z1お よび

Z2の 第1主 成分得点 は双方 ともマイナ スであるが,事 例Zは 継 承開始前で あるた め,本 論では

判 定を保 留す る。
26[中 安(1984)]に よる。
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